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JICAは、2002年度から外部有識者事業評価委員会を設

置し、外部の有識者のご助言を得つつ、評価体制の強化と

評価結果の活用を通じた事業改善に取り組んでいます。そ

の一環として、評価結果の透明性と客観性を高めるために、

2003年度から、JICAが実施したプロジェクト終了時評価

の評価（２次評価）を外部有識者事業評価委員会に行って

いただき、その結果を「事業評価年次報告書」において公

開してきています。2007年度についても、外部有識者事

業評価委員会のもと、日本評価学会のご協力を得て、評価

に精通した外部第三者からなる作業部会を設置して２次評

価を行っていただきました。次ページ以降に、その結果を

掲載しています。

２次評価では、まず、JICAが2006年度に実施した終了

時評価（１次評価）の質はどうかが評価されました。また、

１次評価の報告書に盛り込まれた情報に基づき、外部第三

者による各プロジェクト自体の評価が行われました。さら

に、今回はこれに加えあらたな試みとして、各プロジェク

トの評価結果に基づくレーティング（格付け）も行ってい

ただきました。

1次評価の質については、9つの評価項目すべてにおい

て、評点の平均が5段階の3以上のレベルを満たしており、

また、2003年度に比べて2004、2005、2006年度のほうが

1次評価の質が向上しているという評価をいただきまし

た。一方、貢献・阻害要因などから抽出した教訓を具体的

に示すこと、在外事務所による評価の質の向上に向けた取

り組みがさらに必要であることなど、JICAとして改善す

べき事項の指摘がなされています。

プロジェクト自体の評価についても、5つの評価項目の

いずれにおいても評点の平均が5段階の3以上であり、ま

た、2003年度に比べて2004、2005、2006年度のプロジェ

クトのほうが、高い評点となりました。さらに、各年度の

プロジェクトについて評点に基づきレーティングを行った

結果、年度の推移とともに、評価がＢ以上の案件が増加、

Ｄ以下の案件が減少していることが明らかになりました。

今後プロジェクトの質をより高めるためのポイントとし

て、プロジェクト目標と上位目標の因果関係をより明確に

すること、計画立案時に指標や目標値を適切に設定するこ

となどが提言されています。

JICAとしては、今後ともこうした第三者の視点からの2次

評価結果をふまえて、より効果的・効率的な事業の実施と、

事業評価の改善に取り組んでいく所存です。

最後になりましたが、50冊（過年度分も含めると67冊）

にのぼる終了時評価報告書をさまざまな角度から吟味の

上、工夫を凝らして2次評価を実施し、貴重な提言をして

くださった外部有識者事業評価委員会および2次評価作業

部会の皆様に心より感謝申し上げます。
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JICA の評価と事業の改善に向けて（まとめ）
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1． 総評

外部有識者事業評価委員会では、2006年度と同様に、

終了時評価の2次評価を行った。また、2007年度は全案

件について総合的な評価（レーティング）を行い、それら

の分析結果に基づいて、以下の結論を得た。

（1） 評価の質の維持

2007年度の2次評価者はそれ以前の2次評価者とは異な

るが、2007年度の2次評価によっても、2003年度から

2004年度にかけて終了時評価の質が大きく改善されたこ

とが改めて確認された。また、2004年度以後も全般的に

高い水準を保っていることが確認された。

（2） プロジェクト評価結果の向上

2003年度から2006年度に終了時評価を実施したプロジ

ェクトに関する2次評価者による評価結果を時系列的に比

較した。評点の平均の推移を見ると、2003年度に比べる

と2004年度、2005年度、2006年度のプロジェクトのほう

が統計的に有意に高くなっている。2004年度、2005年度、

2006年度間のプロジェクトには統計的に有意な差は見ら

れないものの上昇傾向にある。また、DAC評価5項目の

評点に重みづけした得点の合計を総合的な評価結果と考え

「Ａ：優れたプロジェクト」「Ｂ：いくらか優れたプロジェ

クト」「Ｃ：ほとんど問題のないプロジェクト」「Ｄ：一部

問題のあるプロジェクト」「Ｅ：問題のあるプロジェクト」

の5段階によるレーティングを行ったところ、各ランクの

分布状況から、年度の推移とともにＢ以上のプロジェクト

の割合が上昇し、Ｄ以下のプロジェクトが減少しているこ

とが読みとれる。2次評価者が報告書から読みとった評価

ではあるが、年度の推移とともにプロジェクトが高い評価

を得ていると考えることができる。

2． おもな評価結果について

（1）終了時評価の質

評価の質として重要と考えたいずれの評価項目におい

ても、評点の平均は「普通」レベルの3.0を越える3.2以

上であり、終了時評価の質は高い。しかし、それらのなか

でも「情報収集」「提言」に関する評価は相対的に高い一

方、「教訓」「報告書」の評価は相対的に低い。

評価項目を視点別に細かく見ると、適切な評価が可能

となるようにあらかじめ条件が設定されているかを評価し

ている「評価可能性」は、いずれの視点も「普通」のレベ

ル以上の評価を得ているものの、そのなかで「上位目標の

達成度の検証可能性」に対する評価は最も低い評価となっ

た。上位目標や指標があいまいである、あるいはプロジェ

クト目標と上位目標の因果関係が明確ではないプロジェク

トが少なからず見られたことが、低い評価につながってい

ると考えられる。

「評価フレームワーク」は調査団の構成と被援助国の参

画の視点から見ている。2006年度の2次評価ではこの評

価項目は相対的に低い評価であったが、今回は両視点とも

「普通」のレベル以上の評価を得ている。特に「調査団構

成」への評価は他の評価項目における視点への評価と比べ

ても相対的に高い評価である。被援助国側の評価者名や専

門性を明記した報告書が増えており、2次評価者が調査団

の質を把握することが容易になってきている。

「情報収集」は各視点への評価にばらつきが見られず、

いずれの視点の評価も他の評価項目における視点と比べて

相対的に高い評価を得ている。

「現状把握・検証」に関しては視点の評価のばらつきが大

きい。「アウトプット」は他の評価項目も含めた全視点のな

かでも評価が最も高いが、「上位目標」については評価が「普

通」のレベルに達しておらず、全視点のなかで最も低い評価

である。上位目標そのものがあいまいなプロジェクトや上

位目標の指標が明確でないために現状把握・検証がなされ
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ていなかったり、把握・検証が不十分なプロジェクトが少な

からず見られたことが低い評価につながっている。

「分析の方法」についてはいずれの視点も「普通」のレ

ベル以上の評価を確保している。そのなかで、「貢献・阻

害要因の分析」への評価は相対的に低い。

「評価」については各視点への評価は「普通」のレベル以

上ではあるが、視点の評価にばらつきが見られる。各視点

のなかで「妥当性」への評価が最も高く、他の評価項目にお

ける視点と比べても相対的に高い評価である。一方、「効率

性」については評価が最も低く、他の評価項目における視点

と比べても低い評価である。専門家の派遣時期や供与機材

の使用状況など実施プロセスの視点から効率性を評価して

いるものが多く、類似プロジェクトとの比較や費用対効果の

視点からの評価は少ない。また、経費実績に関する情報が

不十分であることが低い評価につながっている。

「提言」については各視点とも高い評価を確保しており、

評価のばらつきが小さい。

「教訓」に関してはいずれの視点も「普通」のレベル以

上の評価を確保しているが、「抽出の十分性」については、

教訓が一般的であり掘り下げ方が不十分であるなどのプロ

ジェクトが見られ、評価は相対的に低い。

「報告書」に関しては各視点とも「普通」のレベル以上

の評価を得ている。「書き方全般」への評価は相対的に高

く、読み手に明快に伝わるように書かれているが、図表を

効果的に活用し、1次データを提示して納得性がある報告

書はそれほど多くはない。

（2）終了時評価の質の経年的変化

終了時評価の質の時系列変化については、2005年度、

2006年度の2次評価の分析において、2003年度案件の終

了時評価に比べて2004年度、2005年度案件の終了時評価

の質が向上しているという結果を得た。今回の分析で

2006年度についても2003年度に比べて終了時評価の質が

向上しているという結果を得ていることから、2003年度

に比べて2004年度以降の案件の終了時評価の質は向上し

ており、その質は保持されている。なお、2004年度、

2005年度、2006年度間では経年的変化は明確ではない。

（3）本部による評価と在外事務所による評価の質の

違い

在外事務所主管によるプロジェクトは８案件と少ない

ものの、在外事務所主管によるプロジェクトの終了時評価

と本部主管によるプロジェクトの終了時評価の質について

は、在外事務所による評価のほうが質が低かった。在外事

務所の終了時評価は、論理的把握が弱く、分析が不十分で

あったことが評価の質の低さにつながっていると考えられ

る。在外事務所主管のプロジェクトのなかに他ドナーとの

連携案件や外部条件による特殊性の強い案件が含まれてい

たことなど「評価可能性」に問題があったことが、在外事

務所による終了時評価の質の低さに影響を及ぼしているこ

とが考えられる。

（4）終了時評価報告書に基づく2次評価者によるプ

ロジェクトの評価

評価対象プロジェクトは評価5項目におけるいずれの評

価項目においても「普通」のレベル以上の評価を得ている。

そのなかで「妥当性」の評価が最も高く、「効率性」の評

価は最も低い。

全般的に高い評価を得ている「妥当性」のなかでは、

「プロジェクト実施の優先度」や「プロジェクトの必要性」

の視点への評価は高いが、プロジェクトが開発に向けて効

果を上げるアプローチであるかなどを見る「手段としての

適切性」は相対的に低い。

「有効性」はプロジェクト目標の達成や目標達成にかか

わる因果関係の論理性のいずれの視点についても評価は高

く、他の評価項目における視点への評価と比べても相対的

に高い評価を得ている。

「効率性」については「投入費用の明確化」の視点にお

いて高い評価を得ているが、コスト低減の努力など投入費

用に対する効果を見る「費用対効果」や、投入の時期や規

模の適切性についての「実施プロセスの適切性」の評価は

低く、「普通」のレベルに達していない。

「インパクト」はいずれの視点も「普通」のレベル以上

の評価を得ており、「予期しなかったプラス・マイナスの

インパクトの程度」への評価は他の評価項目における視点

の評価と比べても相対的に高い評価である。

「自立発展性」はいずれの視点も「普通」のレベル以上

の評価を得ているが、持続性を確保するためのしくみをプ

ロジェクトのなかで考慮しているかという「持続性確保の

ためのしくみの組み込み」は相対的に低い評価である。

（5）本部主管案件と在外事務所主管案件によるプロ

ジェクトの評価の違い

本部主管のプロジェクトは在外事務所主管のプロジェ

クトに比べて、２次評価者によるプロジェクトの評価が全

般的に若干高い傾向が見られる。特に、「妥当性」に関す

る「手段としての適切性」、および「有効性」に関する

「プロジェクト目標達成にかかわる因果関係の論理性」へ

の評価は本部主管によるプロジェクトのほうが統計的に有

意に高い。本部主管によるプロジェクトでは目標を明確に

掲げ、プロジェクト開始の時点で目標達成に向けた適切な

計画がなされたことが、プロジェクト自体の評価につなが
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っていると考えられる。

3．さらなる改善に向けて

前年度までの事業評価年次報告書で述べてきたことも

含まれるが、終了時評価報告書の2007年度の分析結果か

らは、評価の質を高め、またプロジェクトそのものの質を

高めるために、次の留意点が挙げられる。

（1）1次評価の質を向上させるために

1）調査団の構成：被援助国側の評価への参画を高めると

ともに、評価者のプロジェクトへのかかわりや評価へ

の参画の程度を報告書に明記する。

2）適切なPDMの作成：PDMを作成するにあたっては、

成果からプロジェクト目標・上位目標に至る因果関係

や各指標を明確にする。

3）情報収集：目標の達成度を測る指標などの入手が

PDMに記載されている手段では不可能な場合は、代

替手段によって情報を入手するように努める。評価の

客観性を高めるために情報収集の対象範囲を広くす

る。費用対効果の視点から分析を行うために、類似プ

ロジェクトとのコスト面での比較などができるような

情報を収集する。

4）客観的分析：客観性を確保するために、結論に至った

経過および根拠を明確に示す。

5）提言・教訓：阻害要因などから十分に提言・教訓を抽

出し、提言では改善方策を活用できるように、また教

訓においては類似案件での活用可能性を念頭に置い

て、具体的な形で提示する。

6）報告書：一般の人に読まれることを意識して調査結果

を明示して客観性を保ち、図表を活用して読み手に理

解しやすい明瞭な書き方を心がける。

7）本部は在外事務所に対して、PDMの作成を含めた評

価手法についてのガイダンスを実施し、評価基準の徹

底をはかる。在外事務所はJICAのガイドラインにそ

った評価の実施を心がける。

（2）プロジェクトの質を高めるために

1）プロジェクトの実施手段の適切性：プロジェクトの実

施においては、開始時の妥当性がその後の実施プロセ

スや成果の発現に影響を及ぼす。プロジェクト実施に

あたっては外部条件などプロジェクトが置かれている

状況をよく見極め、適切な手段・方法を選択する。

2）プロジェクト目標と上位目標の因果関係：上位目標と

して掲げてある成果はプロジェクト目標が達成される

ことにより発現する。上位目標の発現を高めるために、

成果からプロジェクト目標・上位目標に至る因果関係

を明確にする。

3）指標・目標値の設定：PDMの作成にあたっては、活動や

目標と対応する適切な指標を設定することが重要であ

る。また、目標値を設定し、結果の客観性を確保する。

4）在外事務所に対するプロジェクト実施手法のガイダンス：

本部としては在外事務所に対してプロジェクト実施に

あたってのPDMの作成・評価手法についてのガイダ

ンスの実施、評価基準の徹底など、在外事務所が実施

するプロジェクトの質的向上への対策を立てる。在外

事務所においては、JICAのガイドラインにそった適

切なPDMの作成を心がける。
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1． 2次評価の目的・対象・評価方法

（1） 2次評価の目的

ODAプロジェクトの評価を誰が行うかについてはさまざ

まなケースが考えられる。プロジェクトに関係する者が評価

を行えば、プロジェクトに関して、その内容や地域に深い専

門的知識があり、プロジェクトの諸活動を十分理解し、さま

ざまな事情を考慮した上で細部に眼が行き届いた評価が期

待され、フィードバック機能も生かされて、プロジェクトの改

善にもつながりやすいと期待される。しかし、一方で、いろ

いろな事情を斟酌しすぎて甘い評価になり、透明性・中立性

の面で問題が出ることも予想される。JICAはその業務の性

格もあり、比較的小規模なプロジェクトを多数運営している

ことから、終了時評価だけをとっても年間50件近くあり、現

実問題として多数の評価をJICA内部の人間、あるいは

JICA外であっても、国内支援委員などプロジェクト関係者

で行わざるを得ない事情がある。

そこで、内部評価のよさを生かしながら、予想される

欠点を補う方法として、事業評価をガイドラインにそって

行うことを徹底すると同時に、評価の結果をJICA外部の

人間が2次的に評価することによって、客観性・中立性を

担保することが考えられる。本2次評価は個別案件を再評

価することを目的としたものではなく、終了時評価の質の

全体的な傾向の把握および事業評価全体の改善点の検証を

目的としている。

プロジェクトを恒常的に改善するためにはPDCA

（Plan Do Check Act）サイクルの導入が効果的である。

評価はこのなかのチェックに相当する。この考え方を評価

の改善に取り入れれば、評価計画→評価実施→評価の評価

→評価の改善、といった「評価」のPDCAサイクルを考

えることができる。評価がプロジェクト実施者の独り善が

りにならないために、外部者の眼を入れることは重要であ

るが、評価のすべてを外部者が行う必要はない。最低限、

PDCAのチェックの部分に外部者の眼を入れれば透明

性・客観性は確保できると考えられる。

評価とは、「評価フレームワーク」のもとに、「情報収集」

「分析／評価」を行い、「提言・教訓」を抽出し、「報告書」

を作成するまでの一連のプロセスである。2007年度2次

評価ではこれまでと同様、終了時評価など1次評価に対す

る信頼性を確保すると同時に、わかりやすい評価結果の公

開のために、以下の課題に応えることを目的とした。

① 1次評価の質（できばえ）の評価

● 1次評価は一定の質を満たしているか

● 1次評価の質は経年的に向上しているか

● 1次評価の質をより向上させるための課題は何か

②報告書（1次評価）に基づく2次評価者によるプロジェ

クトの評価

● 2次評価者によるプロジェクトの評価結果はどうか

●プロジェクトの評価結果は経年的に向上しているか

●プロジェクトの評価結果に影響を与える要因は何か

（2） 評価者

2次評価を行うにはどのような人が評価者になればよい

のであろうか。2次評価の善し悪しは、「正しいか／間違

っているか」という尺度で測るというより、評価結果がそ

れなりにステークホルダーにとって「納得できるかどうか」

であると考えるのがよい。評価に関して正解はひとつでは

なく、評価者のバックグラウンドや評価に影響を与える価

値観によって評価は異なってくる。プロジェクトに数値目

標が設定されていれば、目標が達成されたかどうかに関し

て意見が分かれることはあまりないだろうが、対応策につ

いて複数の意見があるとしても不思議ではない。2次評価

者による評価結果は唯一無二という保証はなく、別の2次

評価者が評価を行えば異なった評価結果が得られる可能性

は大きい。そうであれば、一人の優れた評価者による評価

というのではなく、ある程度のレベルの複数の2次評価者

にいろいろな意見を聞くほうが安全であり、実用的である。

JICAでは外部有識者事業評価委員会を設け、JICAに

おける評価のあり方、評価結果について意見を求めること

にしている。しかし、このような委員会の制約上、そこで

の意見は概括的にならざるを得ず、個々の評価結果に対し
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て細かな2次評価を行うことは困難である。そこで、2次

評価を行う作業部会を設け、時間をかけて個々の内部評価

を検討し、その結果を親委員会でさらに議論することが現

実的であるといえる。

JICAが2次評価作業部会を設けて終了時評価の2次評

価を開始したのは2003年度からである。2次評価につい

ては、2003年度は外部有識者事業評価委員会のメンバー8

名が評価を担当した。2004年度は委員会のもとに有識者6

名、JICAの各部局評価主任を中心とした職員8名からな

る2次評価作業部会をつくり作業を行った。有識者の推薦

は日本評価学会に依頼し、人選の客観性を担保した。評価

傾向に対する有識者とJICA職員の違いもみた。その結果、

外部有識者とJICA職員との間に基本的な評価傾向の差は

ないことが確認された。

この2004年度の実践で方法論の開発がほぼ確立し、以

後は業務として実施するめどが立ったことをふまえ、外部

有識者の専門的知見をさらに活用する立場から、2005年

度、2006年度は日本評価学会に2次評価作業の業務委託

を行った。2007年度も同様に日本評価学会に2次評価作

業の業務委託を行い、日本評価学会では10名からなる評

価作業チームを結成した。なお、作業メンバーは学会内で

公募により選び、透明性を高めることとした。2007年度2

次評価体制は図4-1のようになる。

（3） 評価対象

2007年度の2次評価対象プロジェクトは2005年度新規

終了時評価として25案件、2006年度新規終了時評価とし

て25案件である。2007年度の報告書ではこの計50案件に

ついておもに分析する。なお、年度間比較を行うため、

2006年度に2次評価を実施した終了時評価の65案件（年

度比較用案件を含む）のなかから偏りのないようにサンプ

リングした2003年度終了時評価3案件、2004年度終了時

評価11案件、2005年度終了時評価3案件の合計17案件を

あわせて2007年度の2次評価の対象とした（付表1）。

（4）評価のデザインと方法

2次評価者全員がすべての評価報告書を読んで2次評価

を行うのであれば、各評価項目（評価視点／評点）の評価

結果について平均値を求めれば、評価者全体の意見が反映

され、評価者個人の評価傾向に偏らない評価点が求められ

る。各評価者はそれぞれ立場や意見が異なるため、一定数

以上の評価者の意見を平均化しないと結果が偏るからであ

る。しかし、これでは全体の作業量が莫大で、現実には不

可能に近い。実際問題として、1冊の評価報告書を十分読

んで、評価視点票に評価結果を書き込むのに2～3時間は

かかる。前年度との重複分も入れれば、2次評価すべき報

告書は年間70冊近くになる。評価者全員がそれを読んで

評価するのは不可能ではないにしろ、多大の時間と労力を

要する。

そこで、手分けして読むことになるが、2007年度は評

価者が偏らないように適切な割り当てを行うことで、各評

価報告書を4名が評価した。具体的には、評価作業グルー

プメンバーのうち1名は全冊の67冊を読み、1名は34冊、

1名は33冊、1名は20冊、6名は各19冊読んで2次評価す

ることとした。このようなデザインでは、全冊を読むキー

パーソン1名の判断基準を全体の基準として取り扱い、他

の評価者の判断基準を「等化」させることが可能となる。

1名の評価者が評価するより、4名がそれぞれ評価してそ

の平均をとるほうが偏りのない評価結果が期待できるとは

いうものの、各報告書はそれぞれ4名の評価者しか評価点

をつけていないため、たまたまそれを評価した評価者の評

価傾向が結果に強く反映するのは避けられず、2次評価結

果の信頼性、不偏性が問題となる。各評価者がつけた各評

価項目の評価点は、理論的に、評価対象の真の得点（評価

者によらない評価点）と評価者の個人評価傾向係数（甘辛

係数：評価者個人による誤差傾向）とに分けることができ

る。そこで、2006年度までと同様に統計分析のしかたを

工夫（分散分析）することによって、これらを分離し、評

価者の評価傾向の調整を行って、評価対象ごとに評価者の

傾向によらない不偏の評価点を推定した。

年度間比較においても、適切なサンプリングにより同

一プロジェクトを重複して複数年度にわたって評価するこ

とにより、年度間比較を可能にしている。2年度にわたっ

て重複して評価したプロジェクトは「等化」のための言わ
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ば糊代となっている。この糊代部分を利用して、2006年

度の2次評価結果と2007年度の2次評価結果をつなぐこと

ができる。2006年度と2007年度についてはそれぞれ真の

評価点の推定値が算出できているが、評価基準が異なって

いることが考えられる。評価点の分布を見ることを目的と

することから、比較する項目の糊代部分の平均値と分散を

一致させることを考える。そこで糊代部分の平均値と分散

が一致するように、2006年度以前の2次評価結果をすべ

て変換する。糊代部分のサンプリングは適切に行っている

ことから、このような単純な変換方法であっても比較が十

分可能となる。このように、分断された評価情報を、評価

の重複（糊代）を利用してさまざまな手法で「等化」する

ことによって、個別に得られた評価データを大きなまとま

りとして処理・分析を行う。

（5） 評価票の構成および分析方法

終了時評価の2次評価にはふたつの視点がある。ひとつ

は終了時評価の質（できばえ）を評価することであり、も

うひとつは終了時評価報告書を通じた2次評価者によるプ

ロジェクトの質の確認である。

2次評価では基本的に数人の評価者がいくつかの評価視

点に基づいて、すでに行われた評価結果（報告書）の評価

を行う。評価に用いる評価票に記載されている評価事項、

および評価基準はJICA事業評価ガイドライン改訂版の

「よい評価の基準」を基礎として作成したものである。

2007年度の評価票は2006年度の評価票と大部分は同じ

である。なお、評価は5段階スケールで2005年度、2006

年度および2007年度との時系列的比較を可能にしている。

表4-1は2004年度から2007年度の評価視点の変化につい

て示したものである。

2007年度の評価視点項目は表4-2および付表2に示して

あるが、以下、この評価視点票に基づく分析を行う。評価

は各視点、評点とも以下の5段階で判定した。

5：十分／高い

4：おおむね十分／高い

3：普通

2：いくらか不十分／低い

1：不十分／低い

また、2007年度は2次評価者が報告書から読みとった

DACの評価5項目の個々の結果にとらわれずに、報告書

をとおしてプロジェクトの質を総合的に評価する総合的評

点を追加してある。さらに、2次評価者が報告書をとおし

てみたプロジェクトの総合的評価として、DACの評価5

項目の評点に重みづけをして、その合計得点を算出した重

み付け総合評点も算出した。各項目に与える重みの合計は

1.0になるように調整しているので、重みづけ総合評点の

最小は1.0、最大が5.0となる。算出式は次のとおりである。

重みづけ総合評点

＝（妥当性の評点×0.13）＋（有効性の評点×0.27）

＋（効率性の評点×0.20）＋（インパクトの評点×0.20）

＋（自立発展性の評点×0.20）

各項目に与えた重みは、外部有識者事業評価委員会委

員へのアンケート結果に基づき、委員の意見の平均値を与

えている。
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表4-1　2004年度、2005年度、2006年度、2007年度の評価視点および評価スケールの比較 

年度 

評価項目 視点 評点 

2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 

視点 評点 視点 評点 視点 評点 

 評価可能性 4項目（3段階） 10段階 4項目（5段階） 5段階 6項目（5段階） 5段階 6項目（5段階） 5段階 

 評価フレームワーク 4項目（3段階） 10段階 3項目（5段階） 5段階 2項目（5段階） 5段階 2項目（5段階） 5段階 

 情報収集 5項目（3段階） 10段階 4項目（5段階） 5段階 4項目（5段階） 5段階 4項目（5段階） 5段階 

 現状把握・検証 4項目（3段階） 10段階 4項目（5段階） 5段階 6項目（5段階） 5段階 6項目（5段階） 5段階 

 分析の方法 3項目（3段階） 10段階 3項目（5段階） 5段階 3項目（5段階） 5段階 3項目（5段階） 5段階 

 評価  ７項目（3段階） 10段階 6項目（5段階） 5段階 6項目（5段階） 5段階 6項目（5段階） 5段階 

 提言  4項目（3段階） 
10段階

 3項目（5段階） 
5段階

 3項目（5段階） 5段階 3項目（5段階） 5段階 

 教訓  4項目（3段階）  3項目（5段階）  3項目（5段階） 5段階 3項目（5段階） 5段階 

 報告書  4項目（3段階） 10段階 3項目（5段階） 5段階 3項目（5段階） 5段階 3項目（5段階） 5段階 

 よい評価に基づく総合評価 4項目（3段階） 10段階       

 プロジェクトの評価：妥当性  10段階 3項目（5段階） 5段階 3項目（5段階） 5段階 3項目（5段階） 5段階 

 プロジェクトの評価：有効性  10段階 2項目（5段階） 5段階 2項目（5段階） 5段階 2項目（5段階） 5段階 

 プロジェクトの評価：効率性  10段階 2項目（5段階） 5段階 3項目（5段階） 5段階 3項目（5段階） 5段階 

 プロジェクトの評価：インパクト  10段階 3項目（5段階） 5段階 3項目（5段階） 5段階 3項目（5段階） 5段階 

 プロジェクトの評価：自立発展性  10段階 5項目（5段階） 5段階 5項目（5段階） 5段階 5項目（5段階） 5段階 

 プロジェクトの評価：総合評価  10段階      5段階 
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2． 報告書をとおして見た終了時評価の質

（1）評価結果の概況

2006年度の2次評価では2004年度28案件と2005年度

17案件の計45案件を評価分析の対象としたが、2007年度

はそののちに終了時評価を実施した2005年度 25案件と

2006年度25案件の計50案件を対象として、終了時評価の

質について評価を行った。各評価項目の評点の平均の結果

は図4-2に示すとおりである。「評価可能性」「評価フレー

ムワーク」「情報収集」「現状把握・検証」「分析の方法」

「評価」「提言」「教訓」「報告書」の9つの評価項目の評点

の平均はいずれも3.0以上である。個々の評価項目間では

評価のレベルに若干相異が見られ、評価を行うにあたって

の「情報収集」や分析のための「現状把握・検証」、今後

への「提言」は相対的に評点の平均は高いが、適切な評価

が可能であるかを見る「評価可能性」や「分析の方法」、

実施案件から得た「教訓」、「報告書」の書きぶりについて

の評点の平均は相対的にやや低い。

評価項目の評点の分布について見ると、図4-3に示すと

おり、多くの評価項目において評点は2.5から4.0未満の

間に多く分布している。「評価可能性」「評価フレームワー

ク」「情報収集」「現状把握・検証」「分析の方法」「評価」

「提言」については多くのプロジェクトが3.0以上の評価を

得ている。「教訓」や「報告書」については3.0未満の評価

であるプロジェクトと3.0以上の評価を得ているプロジェ

クトは半々位であるが「教訓」については評点が2.5から

2.99が最も多い。また、「報告書」においては4.5以上の評

価を得ているプロジェクトがいくつか見られるものの、全

体的に見ると、評価にばらつきがあり、評点は低いほうに

偏っている。
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表4-2　2次評価項目 

Ⅰ　 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅱ 　 
1 
 
 
 
2 
 
 
 
 
 
3 
3.1 
 
 
 
 
 
 
 
3.2 
 
 
 
 
4 
 
 
 
 
 
 
 
5 
5.1 
 
 
 
 
5.2 
 
 
 
 
6 
 
 
 
 
Ⅲ　 
1 
 
 
 
 
2 
 
 
 
3 
 
 
 
 
4 
 
 
 
 
 
5 
 
 
 
 
 
 
6 
 
 

評点： 
視点： 
 
 
 
 
 
 
項目ごとの2次評価 
評点： 
視点： 
 
 
評点： 
視点： 
 
 
 
 
分析 
評点： 
視点： 
 
 
 
 
 
 
評点： 
視点： 
 
 
 
評点： 
視点： 
 
 
 
 
 
 
提言・教訓 
評点： 
視点： 
 
 
 
評点： 
視点： 
 
 
 
評点： 
視点： 
 
 
 
報告書から読み取れるプロジェクトの評価（5項目評価）　 
評点： 
視点： 
 
 
 
評点： 
視点： 
 
 
評点： 
視点： 
 
 
 
評点： 
 
視点： 
 
 
 
評点： 
視点： 
 
 
 
 
 
評点： 
 
 

適切な評価が可能であったかどうかの前提条件（評価可能性） 
●事業計画（事前評価／PDM）の適切性 
●プロジェクトのターゲットグループの設定 
●プロジェクト目標の達成度（実績）の検証可能性 
●上位目標の達成度（実績）の検証可能性 
●プロジェクトの組み立て（因果関係）の検証可能性 
●実績・実施プロセスの検証可能性 
 
 
評価フレームワーク 
●調査団構成（中立性・公正性・専門性） 
●被援助国の参画度 
 
情報収集 
●評価設問 
●情報源と収集方法の適切性 
●情報源の明確性 
●収集実績 
 
 
現状把握・検証 
●プロジェクトの現状把握・検証（実績：アウトプット） 
●プロジェクトの現状把握・検証（実績：プロジェクト目標） 
●プロジェクトの現状把握・検証（実績：上位目標） 
●プロジェクトの現状把握・検証（実施プロセス） 
●プロジェクトの現状把握・検証（定性的因果関係） 
●プロジェクトの現状把握・検証（定量的因果関係） 
 
分析の方法 
●客観的分析 
●多面的分析 
●貢献・阻害要因の分析 
 
評価 
●5項目評価（妥当性） 
●5項目評価（有効性） 
●5項目評価（効率性） 
●5項目評価（インパクト） 
●5項目評価（自立発展性） 
●評価全般（結論） 
 
 
提言 
●提言：抽出の十分性 
●提言：根拠の明確性と内容の納得性 
●提言の活用可能性 
 
教訓 
●教訓：抽出の十分性 
●教訓：根拠の明確性と内容の納得性 
●教訓の活用可能性 
 
報告書 
●書き方全般（簡潔・明瞭・明快） 
●図表の活用度 
●1次データの提示 
 
 
妥当性（プロジェクト実施の正当性・必要性） 
●優先度 
●必要性 
●手段としての適切性 
 
有効性（プロジェクトの目標達成） 
●プロジェクト目標の達成度 
●プロジェクト目標達成にかかわる因果関係の論理性 
 
効率性（プロジェクトの効率性） 
●投入費用の明確化 
●費用対効果 
●実施プロセスの適切性 
 
インパクト（プロジェクト目標の達成により予期された／ 
予期されなかった効果） 
●予期されたインパクトの達成度 
●インパクトにかかわる因果関係の論理性 
●予期しなかったプラス・マイナスのインパクトの程度 
 
自立発展性（JICAの協力終了後の持続性） 
●持続性確保のためのしくみの組み込み 
●持続性の程度 
●持続性を保証する環境の整備度（組織） 
●持続性を保証する環境の整備度（技術） 
●持続性を保証する環境の整備度（財政） 
 
上記5項目評価を総合的に判断した評点 

図4-2　評価項目別の評点（平均点） 
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これらのことから終了時評価の質は採点基準で「普通」

以上のレベルにあると判断される。

（2）項目別視点評価結果

2次評価では、それぞれの評価項目について視点ごとの

評価点をつけるとともに、記述式のコメント欄を設けて、評

価者コメントの形で定性的なデータを収集した。以下では、

各評価項目における視点の評価結果と評価者のコメントに

基づいて、評価項目別に終了時評価の質の現状について整

理している。なお、図4-4 は各評価項目における視点の評価

点および評価項目評点の平均と分布を示したものである。

1）評価可能性

「評価可能性」は適切な評価が可能となるようにあらか

じめ条件が設定されていたかどうかを見る評価項目であ

る。この項目は次の6つの視点から評価している。

● 事業計画（事前評価／PDM）がプロジェクトを評価

するのに適切であったかを見る「事業計画（事前評

価／PDM）の適切性」

● プロジェクトの裨益者であるターゲットグループの設

定が明確かつ適切であるかを見る「ターゲットグルー

プの設定」

● アウトプット、プロジェクト目標において、指標とそ

の数値目標が評価目的をふまえて的確・適切に設定さ

れており、事業計画に基づいた達成度が評価可能な形

になっていたかを見る「プロジェクト目標の達成度

（実績）の検証可能性」

● 上位目標において、指標とその数値目標が評価目的を

ふまえて的確・適切に設定されており、事業計画に基

づいた達成度が評価可能な形になっていたかを見る

「上位目標の達成度（実績）の検証可能性」

● 評価に用いたPDMにおいて外部条件を含めた因果関

係の仮説が明確かつ現実的であり、妥当な論理が組ま

れているかを見る「プロジェクトの組み立て（因果関

係）の検証可能性」

● アウトプットや活動、投入などを中心にプロジェクト

のモニタリングが定期的に行われ、評価に必要となる

情報・データの蓄積がなされていたかを見る「実績・

実施プロセスの検証可能性」

各視点の評価点の平均を見ると、いずれも3.0以上であ

り、「普通」のレベル以上の評価を確保しているが、視点

によって評価の質にばらつきが見られる。「ターゲットグ

ループの設定」や「プロジェクト目標（実績）の検証可能
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図4-3　評価項目別の評点分布 
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性」「プロジェクトの組み立て（因果関係）の検証可能性」

は評価点の平均が3.3以上で「普通」のレベル以上の評価

を確保しており、相対的に高い評価である。そのなかで

「ターゲットグループの設定」「プロジェクト目標の達成度」

は評価点の平均が3.4と他の視点に比べて高い。その一方、

「上位目標の達成度の検証可能性」は評価点の平均が3.0で、

「評価可能性」に関する視点のなかでは最も低い評価であ

る。上位目標とプロジェクト目標の間の因果関係が薄い、

あるいは上位目標や指標があいまいであるプロジェクトが

少なからず見られたことが、全体の「上位目標の達成度の

検証可能性」の評価点を低くしていることにつながってい

ると考えられる。

高く評価されたプロジェクトとしては、指標が具体化

され、プロジェクト目標の判断基準が明確に示されており、

カウンターパートや受益者によるモニタリング体制が整え

られ、周到なモニタリング活動を行いデータが蓄積されて

いるプロジェクトや、上位目標、プロジェクト目標、アウ

トプットに数値目標が設定されており達成度の評価が容易

なプロジェクト、ベースライン調査が実施され、検証可能

な記録が残っているプロジェクトが見受けられた。また、

PDMが修正されているが、各PDMが添付してあり修正

経緯・理由を説明した上で目標や成果を時間枠や数値目標

を明確にした形で作成しており、検証可能性が高いプロジ

ェクトについて高い評価がなされている。一方、当初から

PDMが作成されていないプロジェクト、あるいは評価時

点でPDMを作成しているプロジェクト、目標が漠然とし

ており抽象的であるため達成度合いの把握が困難なプロジ

ェクト、ターゲットグループの設定が不適切で、定量的指

標が設定されているがそれにそったモニタリングが行われ

ていないプロジェクトは低い評価がなされている。

2007 年度2次評価結果
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図4-4　各評価項目における視点の評価点（平均点と分布） 
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2）評価フレームワーク

「評価フレームワーク」は終了時評価の実施者に関する

評価である。この項目は次の2つの視点から評価している。

● 実施プロジェクトの評価チームが専門的で公平な評価

を行うに足るチームであるかを見る「調査団の構成」

● 途上国関係者が評価者として評価調査へ十分参画して

いるかどうかを見る「被援助国の参画度」

これらの視点についての評価点の平均はいずれも3.3以

上で、「普通」のレベル以上の評価を確保している。「調査

団の構成」の評価点の平均は3.5を得ており、他の評価項

目における視点の評価と比較しても相対的に高い評価であ

る。「被援助国の参画度」については、評価点の平均は3.2

である。「調査団の構成」への評価が高かったのは、評価

時に被援助国側が調査団に加わっている、また調査団の専

門性や中立性・公平性が確保されているプロジェクトが多

く見られたことによると考えられる。

高く評価されたプロジェクトとしては、調査団メンバ

ーの専門性が高く、メンバー数もある程度多く、バランス

のよいメンバー構成であるプロジェクトや、被援助国側の

調査メンバーの氏名・専門が明記され、かつ調査に同行し、

合同評価会議を多く実施しているプロジェクトが見られ

た。その一方、報告書に調査団構成に関する情報が記載さ

れていない、被援助国側が評価に参画していない、あるい

は合同評価を実施した旨は明記してあるものの被援助国の

評価メンバー名や、どの程度被援助国側が参画したかなど

を明記していないプロジェクトは低く評価されている。

3）情報収集

「情報収集」はどのように情報を収集しているかを見る

評価項目である。この項目は次の4つの視点から評価して

いる。

● 計画段階で評価目的をふまえた評価設問が現実的な情

報収集計画になるように具体的・実際的なものに適切

に設定されているかを見る「評価設問」

● 複数の情報を組み合わせることにより情報の客観性・

信憑性を高める配慮をしているかを見る「情報源と収

集方法の適切性」

● 情報収集先に関する十分な説明（出典、面談者リスト

など）があるかを見る「情報源の明確性」

● 評価を実施する上で質・量ともに十分な情報を収集し

てあるかを見る「収集実績」

「情報収集」の各視点は評価の質にあまりばらつきが見

られず、評価点の平均はいずれも3.4以上で「普通」以上

のレベルを確保しており、他の評価項目の視点と比べて相

対的に高い評価である。また、計画段階で評価目的をふま

えて、現実的な情報収集計画になるように具体的な設問を

設定しているかという「評価設問」の評価点の平均は3.5で、

他の評価項目の視点と比べても相対的に高い評価である。

高い評価を得たプロジェクトとしては、日常的なモニ

タリングやひとつの設問に対して複数の情報源から十分な

情報を得ており、出典が明確で情報源や情報の収集方法が

適切であるプロジェクトや、評価設問が適切に作成されて

おり、他ドナーや最終受益者へのインタビューを行い評価

に必要な情報が十分収集されているプロジェクトなどがあ

る。一方、評価グリッドがないプロジェクトや、プロジェ

クト内部の関係者のインタビュー結果を評価基準にしてお

り情報源が偏っているプロジェクト、目標数値に関する情

報が十分把握されていない、また出典が明確ではないプロ

ジェクトなど適切な情報収集をしていないプロジェクトが

散見された。

4）現状把握・検証

「現状把握・検証」は、次の6つの視点から評価をして

いる。

● プロジェクトのアウトプットが計画どおり産出されて

いるか、指標・目標値を用いて的確に把握・検証され

ているかを見る「プロジェクトの現状把握・検証（実

績：アウトプット）」

● 目標の達成度や達成予測が指標・目標値を用いて把

握・検証されているかを見る「プロジェクトの現状把

握・検証（実績：プロジェクト目標）」

● 上位目標に関する達成度・達成予測が指標・目標値を

用いて的確に把握・検証されているかを見る「プロジ

ェクトの現状把握・検証（実績：上位目標）」

● プロジェクトの実施プロセス（モニタリング、意思決

定、プロジェクト内のコミュニケーション状況）につ

いて成果や目標にあたっての貢献・阻害要因につなが

る形で把握・検証されているかを見る「プロジェクト

の現状把握・検証（実施プロセス）」

● プロジェクトの組み立てに対する因果関係の把握・検

証が定性的側面から十分にとらえられているかを見る

「プロジェクトの現状把握・検証（定性的因果関係）」

● プロジェクト実施前・実施後などの比較をとおして、

効果がプロジェクトの結果もたらされたものであるか

を定量的にとらえて納得性の高い形で把握・検証して

いるかを見る「プロジェクトの現状把握・検証（定量

的因果関係）」

「現状把握・検証」の各視点の評価点を見ると、評価の質に

関してばらつきが大きい。各視点のなかで「プロジェクトの
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現状把握・検証（アウトプット）」や「プロジェクトの現状把

握・検証（プロジェクト目標）」「プロジェクトの現状把握・検

証（実施プロセス）」「プロジェクトの現状把握・検証（定性的

因果関係）」の評価点の平均はいずれも3.3以上あり、「プロ

ジェクトの現状把握・検証（アウトプット）」の評価点の平均

3.7は全視点中で最も高い。一方、「プロジェクトの現状把

握・検証（上位目標）」については評価点の平均が3.0未満で

「普通」のレベルに達しておらず、全評価項目の視点のなか

で最も低い。2005年度、2006年度の評価においても上位目

標に関する現状把握・検証の評価が低かったが、これは、上

位目標そのものがあいまいである、または、上位目標の指標

が明確でないために現状把握・検証がされていない、あるい

は、不十分であるプロジェクトが少なからずあったことに

よると考えられる。

高く評価されたプロジェクトには、モニタリングによ

るデータ収集がされており、before/afterアプローチが幅

広く活用され、上位目標、プロジェクト目標、アウトプッ

トについて定量的・定性的に把握・検証されているプロジ

ェクト、アウトプット、プロジェクト目標、上位目標の達

成状況に関してPDMをベースとして指標や目標値に言及

しながら現状分析・検証をしているプロジェクトなどがあ

った。一方、低い評価を得たプロジェクトにはプロジェク

ト目標や上位目標の達成度について十分な検証がされてい

ないプロジェクトや指標や目標値にそった検証がされてい

ないプロジェクトが散見された。

5）分析の方法

「分析の方法」はどのような分析を行っているかについ

て、次の3つの視点から評価をしている。

● 科学的な理論の積み上げによる現状把握に基づいて、

できる限り定量化して客観的な分析をしているかを見

る「客観的分析」

● 複数のデータ分析を行いさまざまな角度からの検証・

多面的な分析を行った上で結果の解釈をしているかを

見る「多面的分析」

● 効果の発現に対する貢献・阻害要因の分析を十分に行

っているかを見る「貢献・阻害要因の分析」

各視点の評価点の平均はいずれも3.1以上で「普通」の

レベル以上の評価の質を確保している。「貢献・阻害要因

の分析」の評価点の平均は他の視点の評価点に比べて相対

的に低い。

高い評価を得たプロジェクトには、質的データと量的

データをさまざまの情報源から収集し、分析の客観性を保

ち、多面的で精微な分析を行っているプロジェクトや、質

的データと量的データを活用してプロジェクトの効果につ

いての貢献・阻害要因を分析しているプロジェクトがあっ

た。一方、インタビュー結果をもとに分析を行っているが

結果からそのように判断したかが明確ではなく、データを

用いた分析がされてないプロジェクトや、収集した資料内

容が不十分で客観性に欠け、活動の成果を示す根拠が明確

ではないプロジェクトなどは低い評価がなされている。

6）評価

「評価」の項目では、DAC評価5項目による評価に、評

価結果を横断的に取りまとめ、適切に判断を行っているか

どうかという「評価全般（結論）」を加えた6つの視点か

ら評価をしている。それぞれの評価の視点の内容は以下の

とおりである。

● ニーズとの合致、政策との整合性、手段としての適切

性などについて網羅すべきポイントを押さえているか

を見る「妥当性」

● プロジェクト目標の明確性、プロジェクト目標達成に

かかわる因果関係の論理性などについて網羅すべきポ

イントを押さえているかを見る「有効性」

● 費用節約、コスト面での類似プロジェクトとの比較な

どについて網羅すべきポイントを押さえているかを見

る「効率性」

● 上位目標の明確性、上位目標達成にかかわる因果関係

の論理性、波及効果の有無などについて網羅すべきポ

イントを押さえているかを見る「インパクト」

● 持続性確保のためのしくみの組み込み、政策・制度、

組織面、財政面、技術面について網羅すべきポイント

を押さえているかを見る「自立発展性」

● 評価結果を横断的に取りまとめ、当初設定した評価目

的について的確に判断を下しているかを見る「評価全

般（結論）」

「評価」に関する視点における評価点の平均は3.0以上

を確保しており、「普通」のレベルを上回っているが、視

点の評価にばらつきが見られる。各視点のなかで「妥当性」

についての評価点の平均は3.5と最も高く、他の評価項目

の視点と比べても相対的に高い。「効率性」についての評

価点の平均は3.0で、6視点のなかで最も低く、他の評価

項目における視点と比べても相対的に低い評価である。

「効率性」については2005年度、2006年度の2次評価にお

いても、評価項目のなかで評価点が最も低かった。「効率

性」は費用節約や類似プロジェクトとのコスト面での比較、

費用対効果の視点に従ってポイントを押さえた評価をして

いるかを見ているが、多くのプロジェクトで類似プロジェ

クトとの比較や費用対効果についてふれていない、また、

プロジェクトの経費実績に関する情報が十分に記載されて

2007 年度2次評価結果
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いないことが低い評価につながっている。

高い評価を得たプロジェクトでは、評価5項目が十分に

説明され、結論も適切にまとめてあり、貢献・阻害要因の

分析も詳しく示されているプロジェクトや、各項目とも視

点にそってポイントを押さえた的確な分析を行っており、

まず、各評価の要旨をまとめ、その根拠を記述しているの

で理解しやすいプロジェクトなどがある。一方、評価につ

いての判断根拠が明確ではなく、視点にそった評価がされ

ておらず、結論の記述がないプロジェクトや、評価に必要

なデータ収集が不十分で、評価の視点が定まっていないた

め評価が欠如しているプロジェクトなどは低い評価がなさ

れている。

7）提言

「提言」は次の3つの視点から評価をしている。

● 評価のプロセスを経て得られた貢献・阻害要因などの

情報が十分に提言に反映されているかを見る「提言：

抽出の十分性」

● 提言の内容は評価プロセスを経て得られた根拠に基づ

き抽出され、客観的で納得性が高い内容であるかを見

る「提言：根拠の明確性と内容の納得性」

● 提言は具体的・実際的な内容で、あとの対応が容易な形

で提示されているかについて見る「提言の活用可能性」

各視点ともに評価点の平均は3.4以上で相対的に高い評

価を確保しており、評価のばらつきが小さい。そのなかで

も「抽出の十分性」の評価点の平均は3.5で、他の評価項

目中の視点と比べても相対的に高い評価である。

提言については、現状の動向を具体的なレベルでふまえ

た上で述べており、具体的で活用性の高い内容である、評

価分析に基づきプロジェクト終了時までと終了後とに期限

を分けて、具体的に有用な提言を挙げているなどのプロジ

ェクトは高い評価を得ている。その一方、評価分析結果が

生かされていないなど提言の掘り下げが不十分、提言の内

容が明確ではなく具体性に欠け、活用度が低い提言となっ

ているプロジェクトも見られ、それらは低い評価がなされ

ている。

8）教訓

「教訓」は次の3つの視点から評価をしている。

● 評価のプロセスを経て得られた貢献・阻害要因などの

情報が十分に教訓に反映されているかを見る「教訓：

抽出の十分性」

● 教訓の内容は評価プロセスを経て得られた根拠に基づ

いて策定され、客観的で納得性が高いかを見る「教

訓：根拠の明確性と内容の納得性」

● 教訓は具体的・実際的な内容で対応が容易な形で提示

されているかについて見る「教訓の活用可能性」

各視点ともに評価点の平均は3.1以上で、「普通」のレ

ベル以上を確保している。「抽出の十分性」の評価点の平

均は3.1で他の2つ視点と比べると相対的に低い。

評価分析に基づきプロジェクト・アプローチの効果や

他ドナーとの連携など具体的で有益な教訓を挙げている、

阻害要因分析から抽出された問題点を類似案件への応用を

前提に教訓として再考察され活用可能性が高い教訓を挙げ

ているプロジェクトなどが高い評価を得ている。一方、掘

り下げ方が不十分で具体的でないことから類似案件への活

用が乏しい、課題のみ記述され、教訓として不十分なプロ

ジェクトなどは評価が低くなっている。

9）報告書

「報告書」は次の3つの視点から評価をしている。

● 報告書の論理構成、用語、情報の提示方法など読み手

に明快に伝わるように報告書の書き方が簡潔で明瞭で

あるかを見る「書き方全般（簡潔・明瞭・明快）」

● 資料や調査結果などが効果的に図表を用いて提示され

ているかを見る「図表の活用度」

● どのように調査を行い、結果がどうであったかについ

て1次データや出典元が提示されているかについて見

る「1次データの提示」

「報告書」についてはいずれの視点も評価点の平均は3.1

以上で、「普通」のレベル以上を確保している。「書き方」

の評価点の平均は3.4で、他の視点に比べて評価の質は相

対的に高い。

PDMにそって評価されている、フローチャートなど図

表が多用されて効果的であり、1次データが充実している、

簡潔で論理的に述べられ読み手にわかりやすい書き方であ

るプロジェクトや、アンケートの設問内容、定性的な回答

を提示し、図表を活用して納得性のある記述をしているプ

ロジェクトなどは高い評価を得ている。一方、実際の活動

内容や成果が具体的に記述されておらず、報告書に記載さ

れるべき必要事項が網羅されていない、1次データや図表

がなく、冗長な書き方となっているプロジェクトなどは低

い評価がなされている。

（3）質が高いと評価された終了時評価、質が低いと

評価された終了時評価の事例

JICAの事業評価ガイドライン改訂版（2004年3月）で

は、適切な評価を実施するために留意すべき点が詳細に説

明されている。しかし、読み手に理解しやすく、かつ質の
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高い報告書を作成することは容易ではない。2次評価結果

などを活用して、客観的に見て質の高い評価報告書を示す

ことができれば、それらを一種の手本として利用すること

ができる。また、それらの手法や内容を参考としながら、

評価調査や報告書の作成を行うことによって報告書の質を

確保できると考えられる。

「評価可能性」「評価フレームワーク」「情報収集」「現状

把握・検証」「分析の方法」「評価」「提言」「教訓」「報告

書」の9評価項目から終了時評価の質の評価を行った。終

了時評価の総合的な質の判定は、これら9評価項目の評点

を合計して項目数で割った総合評点に基づき行った。総合

得点の最高は5点、最低は1点で、「普通」のレベルは3点

である。総合評点の分布状況を考慮しながら、総合評点の

上位5案件（第4位が2案件）および下位4案件を選んだ。

なお、これらプロジェクトの各9評価項目の評点を図示し

たのが図4-5、図4-6 である。また、表4-3 には総合評点

の上位5案件グループと下位4案件グループにおける評価

項目評点の平均、および両グループの評価項目評点の平均

の差を示してある。

図4-5、表4-3から明らかなように、総合評点の上位5

案件グループでは「情報収集」「現状把握・検証」「分析の

方法」「評価」「教訓」「報告書」における評価項目評点の

平均がいずれも4.0以上で高い評価を得ており、特に「報

告書」の評点の平均は4.4と高い評価となっている。すな

わち、情報源が明確で適切な情報を十分収集している、プ

ロジェクトの実施プロセスや実績・効果を定性的および定

量的側面から十分に把握・検証している、収集したデータ

を客観的かつ多面的に分析、また効果の発現に対する貢

献・阻害要因の分析を行っている、評価に関して網羅すべ

きポイントを押さえた評価を行っている、そして評価のプ

ロセスから得られた貢献・阻害要因などの情報から客観的

で納得性が高く、かつ類似プロジェクトで活用できるよう

な有益な教訓を提示しており、報告書も読み手にとってわ

かりやすく作成されていることが、終了時評価の質につい

て高い評価を得ていることにつながっている。

一方、総合評点の下位4案件グループでは図4-6、表4-3

から明らかなように「評価可能性」「分析の方法」「教訓」

「報告書」についての評価項目の評点の平均が相対的に低

い傾向が見られる。プロジェクト目標、上位目標の指標が

あいまいであり、論理性に欠ける部分があるため、定量的

分析が不十分となり、分析結果が納得性に欠けることにな

る。また、教訓の抽出が不十分でありきたりな教訓となっ

ている。報告書では1次データが記載されていない、必要

なことが書かれていない。これらのことが終了時評価の質

についての評価が低くなったことにつながっている。さら

に、総合的評価が低いプロジェクトはすべての点で評価が

低いことが明らかである。

各評価項目において上位5案件グループと下位4案件グ

ループ間では評点の平均に統計的に有意な差が見られ、上

位5案件グループは下位4案件グループよりも高い評価を

得ている。両グループの評点の平均値の差を見ると、「評
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図4-5　評価の質が高いとされた5案件 

図4-6　評価の質が低いとされた4案件 
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4b

表4-3　総合評点上位5案件と下位4案件における評点の平均 

評価項目 
上位5案件 下位4案件 

評点の平均 評点の 
平均の差 

**　上位5案件と下位4案件間の評点の平均に1％の有意水準で差がある 

 評価可能性 3.92 2.29   1.63  ** 

 評価フレームワーク 3.90 2.52   1.38  ** 

 情報収集 4.19 2.67   1.52  ** 

 現状把握・検証 4.11 2.47   1.64  ** 

 分析の方法 4.08 2.33   1.75  ** 

 評価 4.08 2.63   1.45  ** 

 提言 3.92 2.50   1.42  ** 

 教訓 4.10 2.29   1.80  ** 

 報告書 4.36 2.15   2.21  **

JICA-第4部.qxd  08.2.7 11:16 AM  ページ 93



価フレームワーク」における差が最も小さく、「報告書」

における差が最も大きい。また、「評価可能性」「情報収集」

「現状把握・検証」「分析の方法」「教訓」における両グル

ープの評点の平均の差は大きく、これらの評価項目が報告

書の質を評価するにあたっての重要な要因になっていると

とらえることができる。

終了時評価の質が高いと評価された5案件は表4-4 に、

質が低いと評価された4案件は表4-5に示すとおりである。

総合評点から終了時評価の質が最も高いと評価された

プロジェクトはマレーシア「労働安全衛生能力向上計画」

である。マレーシアは高度成長を遂げているが、一方では

重度の労働災害・職業性疾病が増加傾向にある。政府機関、

民間企業、工場等での労働安全衛生の改善を図るために、

国立労働安全衛生センターの機能を向上させることを目的

として技術協力プロジェクトが実施された。技術移転は順

調に進展し、マレーシア初の試みである移動検診サービス

を行っている。

終了時評価の質を見ると、「情報収集」「現状把握・検証」

「分析の方法」「評価」「教訓」「報告書」の評価項目において評

価点がいずれも4.2以上で高い評価を得ている。評価の質が

高いと判断された理由は次のとおりである。評価グリッド

の設問が適切で、ひとつの設問に対し、複数の情報源から情

報を得て、クロスチェックをしており、評価に必要な情報が

十分収集され、出典等の情報源が明確である。プロジェクト

の成果がbefore/afterアプローチを活用するなどして、定

量的・定性的に把握・検証されている。また、貢献・阻害要因の

分析を含め、多面的・客観的な分析が行われている。評価に

ついては分析結果に基づき、公平な評価がされており、結論

もプロセスにそって導き、論理的である。提言はプロジェク

ト終了後に国立労働安全衛生センターがめざすべき方向性

についてであり、適切な内容で、教訓も具体的で有益な内容

である。報告書は明確な文章で、わかりやすく整理された表

を多用し、よくまとめられている。

終了時評価の質が最も低いと判断されたプロジェクト

はザンビア「国境におけるHIV/AIDSおよび性病啓蒙活

動」である。日米連携で実施した開発福祉支援事業の後継

案件として開始したプロジェクトで、日米連携の枠組みを

継続し、USAIDはアメリカのNGOに資金を拠出し、

JICAはザンビアにあるNGOに技術協力を行った。国境

地域におけるハイリスクグループのHIV感染率の低下を

プロジェクト目標としている。プロジェクト活動を通じて

ハイリスクグループが差別を受けることなく継続的に治療

を受けることができた。2000年から2006年にかけて性産

業従事者のパートナーにおける性感染症の罹患率がわずか

ではあるが減少し、性産業従事者の性感染症およびHIV

に関する知識の向上が伺える。しかしながら、これらはプ

ロジェクトの成果であるかは明確ではない。

終了時評価の質を見ると、「評価可能性」「現状把握・検

証」「分析の方法」「報告書」における評価は1点台で、他

の評価項目においても2.3未満の評点である。終了時評価

の質が低いと判断された理由は次のとおりである。「現状

把握・検証」についてはNGO内部者を対象としたインタ

ビューによるもので、評価設問にそった評価にはなってお

らず、成果を客観的に示す情報がほとんど収集されていな

い。「有効性」「インパクト」の評価については根拠が薄弱

であり、活動の成果物についての具体的な記載がないなど

明確さにかける。「提言」「教訓」は単に課題を述べている

だけで、具体的ではない。報告書は実際の活動内容や成果

が具体的に記述されていないため、プロジェクトの実施内

容を把握できない。

（4）終了時評価の質の経年的変化

終了時評価報告書の2次評価は2003年度から行われ、

これまで2次評価の対象となったプロジェクトは今年度も

含め、2002年度の終了時評価38件、2003年度38件、

2004年度45件、2005年度42件、2006年度25件である。

実施プロジェクトの成果を報告書の読み手に正確に伝える

には評価の質が高いことが重要である。そこで、2次評価

の評価項目や視点が類似している2003年以降に2次評価

を実施したプロジェクトを対象として終了時評価の質が経

年的にどのように変化しているかを見る。

2次評価は評価年度によって評価者が毎年異なる。また、

評価項目は同じでも評価の視点が評価年度によって若干異

なり、評価項目の評点のつけ方も2004年度では10段階法、

2005年度、2006年度および2007年度では5段階法とazい

うように異なる。したがって、評価基準が異なることが考

えられるため、重複して評価したプロジェクトの評価結果
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表4-4　質が高いと評価された終了時評価 

国名 プロジェクト名 総合評点 評価年度 

   1　  マレーシア 労働安全衛生能力向上計画 4.22 2005 

   2　  ベトナム 森林火災跡地復旧計画プロジェクト   4.11 2006 

   3　  ニジェール 住民参画型学校運営改善計画プロジェクト 4.02 2006 

   4a　セネガル 安全な水とコミュニティ活動支援 4.01 2005 

   4b　中国 大型灌漑区節水灌漑モデル計画 4.01 2005 
 

表4-5　質が低いと評価された終了時評価 

国名 プロジェクト名 総合評点 評価年度 

   1　ザンビア 国境におけるHIV/AIDSおよび 
 性病啓蒙活動 1.88 2005 

   2　インドネシア 市民社会の参加による 
 コミュニティー開発技術協力プロジェクト 2.54 2006 

   3　ミクロネシア 漁業訓練計画（延長） 2.58 2005 

   4　コスタリカ 生産性向上計画 2.72 2005
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を利用して、評価基準が同じになるように評価点を変換し

た。すなわち、2003年度から2005年度までの評価点はす

でに2006年度の報告書で2006年度基準に基づいて変換し

てあるので、これらの評価点をさらに2007年度の2次評

価を基準として再変換した。なお、重複して評価したプロ

ジェクトについては変換した評価点ではなく、新しく評価

した年度の評価点を分析に用いた。

また、2004年度および2005年度の評価では、提言と教

訓が「提言・教訓」とひとつの評価項目になっているが、

2006年度および2007年度の評価では「提言」「教訓」と

個々の評価項目になっている。そこで、2004年度、2005

年度に2次評価を実施したプロジェクトについては、「提

言・教訓」の評価項目における提言に関する3つの視点の

評価点の合計、および教訓に関する3つの視点の評価点の

合計が、それぞれ全体に占める割合に対して「提言・教訓」

の評点を按分することにより、「提言」と「教訓」の項目

に分けて評価点を算出した。

このようにして算出した2003年度38案件、2004年度案

件45件、2005年度42案件、2006年度25案件について評

価項目別の評点の平均点を示したのが図4-7、表4-6 であ

る。2003年度と2004年度の評点の平均の推移を見ると、

2004年度のほうが「評価」「提言」「報告書」における評

点の平均が統計的に有意に高い。2003年度と2005年度を

比較すると、「評価」「提言」「教訓」「報告書」における評

点の平均は2005年度のほうが統計的に有意に高い。2003

年度と2006年度を比較すると、「評価」「報告書」におけ

る評点の平均は2006年度のほうが統計的に有意に高い。

総じて2003年度の終了時評価に比べると2004年以降の評

点の平均は高い傾向が見られる。

2006年度の2次評価において2003年度に比べて2004年

度、2005年度のほうが終了時評価の質が向上しているとい

う結果を得ている。2005年度の評価対象プロジェクトは、

2006年度の2次評価において17件であったが、2007年度で

は42件とプロジェクト数が多くなっていることからより

安定した結果となっている。また、2006年度については評

価対象プロジェクト数が25件ではあるが、2003年度に比べ

て終了時評価の質が向上しているという結果を得ている。

これらから、2004年度以降からの終了時評価の質が向上し

ており、その質は保持されているといえる。2004年度、2005

年度、2006年度間の経年的変化については、評点の平均を

比較すると統計的に有意な差は見られない。

（5）JICA 本部による評価と在外事務所による評価

JICAでは、在外強化の流れにあわせ、2004年10月か

ら試行的に8事務所において、在外事務所が主管となって

案件形成から実施、事業評価までの一連の業務を実施する

「在外主管案件」を導入しており、2005年4月からは対象

事務所を30事務所に拡充して実施している。この動きの

なか、これまで本部担当事業部が実施していた終了時評価

を、在外主管案件については在外事務所が同様に評価を実

施する案件が徐々に増えつつある。2005年度の2次評価

対象プロジェクトのうち2案件、2006年度では6案件が在

外事務所によって終了時評価が行われている。

2007 年度2次評価結果
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表4-6　終了時評価の質の経年的変化（評点の平均） 

評点の平均 年度間の平均の差 

①2003年 評点項目 ②2004年 ③2005年 ④2006年 ②－① ③－① ④－① ③－② ④－② ④－③ 

  *　年度間の評点の平均に5%の有意水準で差がある 
 **　年度間の評点の平均に1%の有意水準で差がある 

  Ⅰ　 適切な評価が可能であったかの前提条件                
  評価可能性 3.01  3.08  3.23  3.22    0.08    0.23    0.22    0.15    0.14  －0.01  
  Ⅱ 　項目ごとの2次評価                
  評価フレームワーク 3.40  3.26  3.27  3.31  －0.14  －0.13  －0.09    0.01    0.05    0.04  
  情報収集 3.35  3.51  3.43  3.55    0.16    0.08    0.20  －0.09    0.04    0.13  
  現状把握・検証 3.17  3.32  3.29  3.37    0.15    0.13    0.20  －0.02    0.05    0.07  
  分析の方法 3.20  3.31  3.28  3.24    0.11    0.08    0.04  －0.03  －0.07  －0.04  
  評価 3.03  3.33  3.26  3.34    0.30 **   0.23 *   0.30 ** －0.07    0.00    0.07  
  提言 3.11  3.36  3.39  3.46    0.25 *   0.28 *   0.35    0.03    0.10    0.06  
  教訓 3.04  3.27  3.40  3.09    0.23    0.36 *   0.05    0.13  －0.18  －0.31  
  報告書 2.82  3.25  3.26  3.17    0.43 **   0.44 **   0.35 *   0.00  －0.09  －0.09  
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図4-8 は本部が終了時評価を実施した42のプロジェク

トの評価と在外事務所が終了時評価を実施した８のプロジ

ェクトの評価の評点の違いを示したものである。在外事務

所が終了時評価を実施したプロジェクトは８案件と少なく

制約はあるものの、この図から明らかなように、在外事務

所による終了時評価報告書は多くの評価項目においては

3.0以上で「普通」レベル以上の評価を得ているが、本部

による終了時評価と在外事務所による終了時評価を比較す

ると、多くの評価項目において在外事務所による終了時評

価は、本部による終了時評価に比べて２次評価者による評

価点の平均が低い傾向が見られる。「評価可能性」におけ

る「事業計画の適切性」「プロジェクトの組み立ての検証

可能性」「実施プロセスの検証可能性」の各視点について

は統計的に有意な差が見られ、在外事務所のほうが本部よ

りも評価が低く、在外事務所における評価点の平均はほと

んどが２点台である。「評価フレームワーク」に関しては

「調査団構成」において統計的に有意な差が見られ、本部

に比べて在外事務所のほうが評価が低い。「評価」に関し

ては「評価全般（結論）」において統計的に有意な差が見

られ、在外事務所のほうが本部よりも評価が低い。しかし、

「報告書」に関する２つの視点「図表の活用」および「1

次データの提示」においては本部よりも高い評価を得てお

り、「1次データの提示」については統計的に有意である。

在外事務所主管による案件には在外事務所が案件形成

を行ったプロジェクトと本部が案件形成を行ったプロジェ

クトがある。本部が案件形成を行い在外事務所が終了時評

価を実施した報告書の質と本部が案件形成および終了時評

価を実施した報告書の質に大きな差は見られなかった。し

かし、在外事務所が案件形成および終了時評価を実施した

プロジェクトは２案件であるという制約があるものの、こ

れらの報告書の質は全般的に低かった。このことが本部に

よる報告書の質に比べて在外事務所による報告書の質が低

かった一因であると考えられる。

（6）事前評価の有無

JICAでは、プロジェクトの実施のサイクルにそって、

事前から事後までの一貫した評価体制が確立されており、

2001年度からは、協力を開始する前に予想される効果な

どをふまえて、プロジェクトの必要性や優先度、プロジェ

クトの計画の適切性などを検討する「事前評価」を導入し

ている。

2007年度2次評価の対象となったプロジェクトのなか

で、事前評価を実施したプロジェクトは、2005年度には9

案件、2006年度には15案件である。

事前評価を行い、その結果が了承されてプロジェクト

が始まったかどうかということは、プロジェクトの質や報

告書の質に大きな影響を与えるのではないかと考えられ

る。事前、中間、終了時と一貫した評価を行う立場からい

えば、終了段階で行うであろう同じ視点で、事前に測定可

能な各段階の目標を定め、プロジェクト目標から上位目標

に至るまでの因果関係も十分吟味し、初期状態の指標値に

関する情報も収集し、プロジェクト終了後の指標値の変化

についても根拠のある推定値を示してあるはずである。こ

のように、各種成果の因果関係の構成にも優れ、必要な指

標についても確定されているのであれば、プロジェクト自

身もうまくいくであろうし、評価報告書も各種指標の変化

にそって書けば、説得力のある質の高い評価報書が書ける

であろうと予測される。

事前評価と終了時評価との関連を見るために、事前評

価を行ったプロジェクトと行わなかったプロジェクトとの

評価点の平均値を比較したが、いずれの評価項目について
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図4-8　本部による評価と在外事務所による評価の質 
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も事前評価実施のプロジェクトと非実施のプロジェクトの

評価点に統計的に有意な差は見られなかった。しかしなが

ら、多くの評価項目において事前評価を実施したプロジェ

クトの評価点の平均は非実施のプロジェクトよりも若干高

い傾向が見られたことから、事前評価を実施したことで終

了時報告書の質がよくなっていくことが期待される。

（7）1次評価の質のまとめ

終了時評価の質は一定のレベルの質を満たしていると

いえる。2006年度の2次評価では「評価フレームワーク」

についての質の評価が相対的に低かったが、2007年度の2

次評価では「普通」のレベル以上の評価を得ており、評価

の質は他の評価項目における質と同程度である。「評価フ

レームワーク」は「調査団の構成」に関する視点と「被援

助国の参画度」に関する視点から評価を行っているが、両

視点ともに評価の質は「普通」のレベル以上である。今回

評価対象となった報告書には被援助国側の評価者の氏名や

専門性が明記されているものが増えてきており、各視点に

関する情報を2次評価者が把握することが容易になってき

ていることも評価の質が高くなってきている一因と考えら

れる。しかしながら、日本側の調査団のみで評価し、評価

結果を被援助国側と短時間で調整しているプロジェクトも

多く、被援助国側の評価への参画を高め、評価者の専門

性・中立性を確保するために評価へのかかわりを報告書に

明記することが、評価の質を高めるためにも必要である。

終了時評価の質は総体的に見ると「普通」のレベル以

上であるが、各評価項目内における視点からの評価に関し

ては質に若干相異が見られる。すなわち、「評価可能性」

における「上位目標の達成度」の視点、「現状把握・検証」

における「上位目標」の視点、「評価」における「効率性」

は他の視点に比べて評価の質が相対的に低い。評価票では

「評価可能性」の視点と「現状把握・検証」の視点とが関

連性をもつようになっている。「評価可能性」の「上位目

標の達成度」についてはPDMの作成に際して、上位目標

の指標が明確ではなく、プロジェクト目標から上位目標に

至る因果関係があいまいであることが、現状の把握・検証

における上位目標についての1次評価に影響を与えている

ことが考えられることから、上位目標における指標やプロ

ジェクト目標と上位目標との因果関係を明確にすることに

よって、上位目標に関する「評価可能性」や「現状把握・

検証」を容易にすることが可能であると考えられる。

評価における「効率性」については、専門家の派遣時

期や供与機材の使用状況など実施プロセスの視点から効率

性を評価しているものが多く、他の類似プロジェクトとの

コスト面での比較など費用対効果の視点からの評価は少な

かった。はたして、費用を投入しただけの効果をあげてい

るのかという視点から効率性を評価することは、国民への

説明責任を果たす意味でも、必要であろう。

「評価可能性」における「上位目標の達成度」、および

「現状把握・検証」における「上位目標」「評価」における

「効率性」に対する評価の質が相対的に低い傾向は、2006

年度の2次評価においても見られた。それゆえ、プロジェ

クト実施に際して、適切なPDMを作成する、また1次評

価では費用対効果を念頭においた評価を行うことが評価の

質を高めるために重要であるといえる。

「報告書」については図表の活用度や調査結果などの1次

データの提示に関する評価が「普通」のレベルには達してい

るが、他の評価項目における視点と比べてそれほど高いも

のではない。終了時評価報告書はプロジェクト関係者ばか

りでなく、一般国民にも読まれることを意識して、調査結果

を明示して客観性を保ち、図表を活用して読み手にとって

理解しやすい明瞭な書き方を心がけることが望まれる。

終了時評価の質の時系列変化に関しては、2003年に比

べて2004年度以後の終了時評価の質が向上しており、そ

の質は保持されている。しかし、2004年度、2005年度、

2006年度間では明確な経年的変化は見られない。

JICAでは2004年度から在外事務所が主管となって案件

形成から事業評価までの一連の業務を実施する「在外主管

案件」を導入しており、これらの案件については在外事務

所が終了時評価を行っている。在外事務所による終了時評

価とJICA本部による終了時評価を比較した場合、一部に

在外事務所による1次評価のほうが質が高い評価項目があ

るものの、「評価可能性」における「事業計画の適切性」

「プロジェクトの組み立ての検証可能性」「実施プロセスの

検証可能性」や「評価フレームワーク」における「調査団

構成」については本部よりも在外事務所による１次評価の

ほうが質が低く、統計的に有意な差が見られる。プロジェ

クト評価についての論理的把握が弱く、現状把握・検証や

分析が不十分である、また、評価のしかたがJICAの事業

評価ガイドラインに必ずしもそったものではない案件が含

まれていたことが、在外事務所による終了時評価報告書の

質が低い理由であると考えられる。今後、在外事務所主管

による評価が多くなってくると思われるが、本部としては

評価手法についてのガイダンスの実施、評価基準の徹底な

ど、在外事務所が実施する評価の質的向上への対策を立て

ると同時に、在外事務所においては、適切なPDMを作成

するなど、JICAのガイドラインにそった評価の実施を心

がけることによって、今後質の高い評価が可能になると考

えられる。

（8）1次評価の質を向上させるために

以上のように終了時評価結果をもとにして2次評価を行

2007 年度2次評価結果
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った。2007年度、2次評価の対象となった終了時評価報告

書を見ると、「評価フレームワーク」における被援助国側

の評価への参画について明記している報告書がいくらか多

くなったなど、1次評価の質の向上が徐々にはかられてい

る。しかし、分析結果および2次評価者によるコメントの

なかから評価の質を高めるための留意点として2005年度、

2006年度の2次評価と同様なことが浮かび上がってきて

いる。それらを含めて1次評価の質を高めるための留意点

を以下に述べる。

1） 調査団の構成

評価の質を高めるためには、被援助国側の評価への参

画を高めることが必要である。さらに評価者の専門性・中

立性を確保するためにプロジェクトへのかかわり、合同評

価への参画の程度（日本側が調査し、評価会議のみ合同な

のか、またはメンバーの一員としてすべての評価に参加し

たのか、など）を報告書に明記することが必要である。

2） 適切なPDMの作成

プロジェクトの実施にはPDMが作成されているはず

で、評価はPDMにそってなされる。PDMが添付されず、

評価グリッドも示されておらず、PDMを作成したのか疑

問が生じるような報告書が見られた。目標設定となる指標

が明確ではない、あるいはプロジェクト目標と上位目標の

因果関係があいまいであるため、現状の把握・検証が十分

になされていない報告書も見られた。プロジェクト目標や

上位目標の設定が、現状把握・検証における上位目標につ

いての1次評価に影響を与えていることが考えられること

から、成果からプロジェクト目標・上位目標に至る因果関

係や各指標を明確にすることが必要である。

3）情報収集　

情報収集が十分ではなかったため、現状把握・検証が

不十分となり評価の質が低くなった報告書が見られた。

PDMにそって情報収集がされるが、目標の達成度を測る

指標などの入手手段がPDMに記載されている手段では不

可能な場合には、代替手段によって情報を入手するように

努めることが必要である。

情報収集に際して、調査対象がごく一部の人に限られ

ている場合があった。短期間の調査であっても、評価の客

観性を確保するためには情報収集の対象範囲を広くするこ

とが必要である。

効率性に関しては、費用対効果の視点から分析してい

る報告書は少なかった。費用を投入しただけの効果を上げ

ているのかという視点からの評価は国民への説明責任を果

たす意味でも必要であるので、類似プロジェクトとのコス

ト面での比較などができるような情報を収集することが必

要である。

4） 客観的分析

判断の根拠が調査結果によるものではなく、他機関の

調査結果からの推測であったり、結論が提示されている結

果から飛躍しすぎている報告書が見られた。客観性を確保

するためには結論に至った経過および根拠を明確に示すこ

とが必要である。

5）提言・教訓

提言の内容が一般的で抽象的であると、プロジェクト

の目標を達成するために何をすべきかが判然としない。実

施プロセスにおける阻害要因などを十分に抽出し、改善方

策をより具体的に活用しやすい形で示すことが必要であ

る。また、教訓については類似案件での活用可能性を念頭

におき、貢献・阻害要因などから抽出した教訓を具体的に

示すことが望ましい。

6）報告書

終了時評価報告書はプロジェクト関係者ばかりでなく、

一般国民にも読まれることを意識して、調査結果を明示し

て客観性を保ち、図表を活用して読み手にとって理解しや

すい明瞭なD書き方を心がけることが望まれる。

7）在外事務所に対する評価手法のガイダンス

在外事務所による終了時報告書への2次評価者による評

価は、本部による報告書への評価に比べて低かった。今後、

在外事務所主管による評価が多くなってくると思われる

が、本部としては評価手法についてのガイダンスの実施、

評価基準の徹底など、在外事務所が実施する評価の質的向

上への対策を立てる。また、在外事務所においては、適切

なPDMを作成するなどJICAのガイドラインにそった評

価の実施を心がけることが必要である。

98 Annual Evaluation Report 2007

JICA-第4部.qxd  08.2.7 11:16 AM  ページ 98



3．終了時評価報告書に基づく2次評価者に
よるプロジェクトの評価　

（1）報告書に基づく2次評価者によるプロジェクト

の評価の概況

終了時評価報告書をもとに、2005年度25案件と2006年

度25案件のプロジェクトを対象としてDAC評価5項目に

基づいて評価した。2次評価者が報告書から読み取ったプ

ロジェクトに対する評価（以下、プロジェクトの評価）の

結果を図4-9 に示してある。

プロジェクトの評価の平均はいずれも3点台で「普通」

以上のレベルにある。評価項目のなかで「妥当性」につい

ての評点の平均が3.8と最も高いが、「効率性」については

評点の平均は3.1未満で相対的に低い。

図4-10はプロジェクトの評価の評点分布を示したもの

である。「妥当性」については2.5を下回る評点は見られず、

4.5以上の評点があり、3.5から4.0未満の評点が最も多く、

比較的高い方に分布が偏っている。「有効性」については

2点台の評点も見られるが、4.5以上の評点もあり、多く

は3.0以上の評点である。「効率性」は4.5以上の評点はな

く、2.5から3.5未満の評点が大半を占めており、評価はや

や低い。「インパクト」については1点台の評点も4.5以上

の評点もなく、3点台が多い。「自立発展性」については1

点台の評点がある一方、4.5以上の評点は見られず、2.0か

ら4.0未満の評点がまんべんなくあり、プロジェクト間の

ばらつきが大きく、評価はやや低い。

（2）項目別視点評価結果

評価5項目については報告書からの情報をもとにさまざ

まな視点から2次評価を行っている。その視点の評価点の

平均と分布を示したのが図4-11 である。

1）妥当性

「妥当性」についてはいずれの視点においても評価点の

平均は高い。3つの視点のなかで、プロジェクト実施の正

当性を見る「優先度」やプロジェクト実施の「必要性」に

関する評価点の平均はいずれも3.8で相対的に高い評価で

ある。プロジェクトが設定した目標に向けて効果を上げる

アプローチとして適切であったかを見る「手段としての適

切性」に関する評価点の平均は3.2で他の視点に比べて評

価は相対的に低い。

2007 年度2次評価結果
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図4-10　2次評価者によるプロジェクトの評価の評点分布 
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図4-9　2次評価者によるプロジェクトの評価（評点の平均） 
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「優先度」や「必要性」が高いプロジェクトが多いが、

そのなかでも、持続的な水利用体制の構築を目的とし、地

域給水モデルを確立し、組織運営が軌道に乗った組合に対

する生産活動の多様化をはかるなど、プロジェクトの設計

が適切であったプロジェクトは、「手段としての適切性」

についても高く評価されている。一方、「必要性」はある

が相手国政府が関心を持たなかったプロジェクト、相手国

の実施機関が技術協力に関心を示さなかったことは相手国

の経済、政治、社会状況からもある程度事前に推測できた

と考えられるプロジェクトなどは「手段としての適切性」

が低いと評価された。

2）有効性

「有効性」では「プロジェクト目標の達成度」およびプ

ロジェクトの目標達成に至るまでの因果関係の強さを見る

「プロジェクト目標達成にかかわる因果関係」についての

評価点の平均がいずれも3.4以上の評価を得ており、相対

的に高い評価である。

既存の技術を応用し、環境にあわせた新技術を確立して

裨益者の収益事業まで拡大させるなど、目標の達成度を示

す指標をクリアし、アウトプット達成の結果からプロジェクト

目標を達成しているプロジェクトは高い評価を得ている。一

方、他ドナーとの連携で行ったプロジェクトの後継案件とし

て行ったプロジェクトでは、先行プロジェクトの効果が発現

しているのか、評価対象のプロジェクトの効果が発現してい

るのか判然としないため低い評価がなされている。

3）効率性

「効率性」においては機材購入や専門家費用など投入に

かかる費用を明確に把握しているかという「投入費用の明

確化」に関する評価点の平均は3.5と相対的に高い評価で

あるが、より安価な費用でより多くの効果を達成するよう

な工夫がされているかを見る「費用対効果」の評価点の平

均は2.8と低く、他の評価項目における視点の評価と比べ

ても最も低い評価である。

「効率性」を高く評価されたプロジェクトでは、専門家の

派遣期間を短縮するなど効率を上げるための綿密な事業計

画が練られ、他ドナーとの比較をしているプロジェクトや、

短期専門家のみの派遣でコストパフォーマンスを上げ、投

入のタイミングのきめ細かな対応や以前のプロジェクトで

供与された機材を有効に活用してコストの削減を図ったプ

ロジェクトなどがある。その一方、日本人専門家の派遣の遅

れが活動全体の遅れを招いた、また、期間中に市長や市職員

が代わったことによりプロジェクトの実施体制づくりが遅

れたプロジェクト、あるいは専門家の確保がむずかしかっ

たために投入時期が遅れ技術移転がスムーズに運ばなかっ
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図4-11　各評価項目における視点の評価点（平均点と分布） 

評価点 N=50
5 

4 

3 

2 

1
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の 

達
成
度 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
に 

か
か
わ
る
因
果
関
係
の
論
理
性 

評
点 

有効性 

第3四分点 

最大値 

最小値 

平均点 

第1四分点 

評価点 N=50
5 

4 

3 

2 

1
持
続
性
を
保
証
す
る 

環
境
の
整
備
度（
財
政
） 

持
続
性
を
保
証
す
る 

環
境
の
整
備
度（
技
術
） 

持
続
性
を
保
証
す
る 

環
境
の
整
備
度（
組
織
） 

持
続
性
の
程
度 

持
続
性
確
保
の
た
め 

の
し
く
み
の
組
み
込
み 

 

評
点 

自立発展性 

評価点 N=50
5 

4 

3 

2 

1
優
先
度 

必
要
性 

手
段
と
し
て
の
適
切
性 

評
点 

妥当性 
評価点 N=50
5 

4 

3 

2 

1
投
入
費
用
の
明
確
化 

費
用
対
効
果 

実
施
プ
ロ
セ
ス
の
適
切
性 

評
点 

効率性 

評価点 N=50
5 

4 

3 

2 

1
予
期
し
な
か
っ
た
プ
ラ
ス
・マ
イ 

ナ
ス
の
イ
ン
パ
ク
ト
の
程
度 

イ
ン
パ
ク
ト
に
か
か
わ
る 

因
果
関
係
の
論
理
性 

予
期
さ
れ
た 

イ
ン
パ
ク
ト
の
達
成
度 

評
点 

インパクト 

JICA-第4部.qxd  08.2.7 11:16 AM  ページ 100



たプロジェクト、長期専門家が頻繁に交代し、彼らの考え方

が異なったため運営の効率性が阻害され、研究案件のなか

で多くのプロジェクトが普及のめどがつかないまま終わっ

ているプロジェクトは効率性が低いと判断された。

4）インパクト

「インパクト」については、3つの視点のなかで、プロ

ジェクトの目標達成により計画した効果が達成されている

か、または達成見込みがあるかを見ている「予期されたイ

ンパクトの達成度」、および「インパクトにかかわる因果

関係の論理性」の評価点の平均は3.2である。政策や対象

社会、受益者への経済的影響、ジェンダー平等など予期し

なかった影響の発現を見る「予期しなかったプラス・マイ

ナスのインパクトの程度」の評価点の平均は3.6と最も高

い評価を得ており、他の評価項目における視点の評価と比

べても相対的に高い評価である。

「インパクト」について高く評価されたプロジェクトは、

水利用体制の確立というプロジェクト目標の達成によって

持続的な水利用体制が広く普及するという上位目標達成の

可能性が高く、政策、ジェンダー、環境などに多くのプラ

スのインパクトが発現していることが評価されている。

5）自立発展性

「自立発展性」については評価点の平均は3.0から3.3で、

いずれも「普通」のレベル以上の評価を得ている。しかし、

持続可能性を確保するためのしくみをプロジェクトに組み

込んでいたかを見る「持続性確保のためのしくみの組み込

み」の評価点の平均は3.0で自立発展性の評価視点のなか

では最も低い評価であり、他の評価項目における視点に対

する評価と比べても相対的に低い。

高校に中堅技術者を養成するための普及モデル型新規

教育システムを構築することを目標としたプロジェクト

は、当初から教育界ばかりでなく産業界とのつながりも考

慮しながら進めており、持続性の確保のためのしくみがで

きている、また、新システムに対応するための教員養成セ

ンターの建設、機材維持に必要な予算を教育省が提供する

など高い持続性を保持することが見込まれていることによ

り、「自立発展性」が高く判断された。

（3）分野別プロジェクトの評価

プロジェクトはさまざまな分野にわたって実施されて

いる。2007年度の2次評価対象のプロジェクトは社会開

発分野23案件、農業開発分野10案件、森林自然分野9案

件、保健医療分野4案件、鉱工業開発分野4案件である。

社会開発分野には人材育成、地域開発、公害防止などに関

するプロジェクト、農業開発分野には農業振興計画、農村

環境保全、水管理、潅漑、家畜・獣医学などに関するプロ

ジェクト、森林自然分野には森林保全・管理、水産資源利

用などに関するプロジェクト、保健医療分野には地域医療

改善、エイズ対策などに関するプロジェクト、鉱工業開発

分野には金型技術向上、生産性向上などに関するプロジェ

クトがある。

分野によってプロジェクト数に偏りがあるが、プロジ

ェクトの評価を分野別に見ると評価傾向は類似しており、

いずれの分野においても「効率性」「自立発展性」の評点

の平均は「妥当性」「有効性」「インパクト」の評点の平均

に比べて相対的に低い。農業開発分野、鉱工業開発分野で

はいずれの評価項目においても評点の平均が3.2以上であ

り他の分野に比べると相対的に高い評価を得ている。

農業分野のなかで高い評価を得た中国「大型潅漑区節

水潅漑モデル計画」は、水不足が深刻化している状況のな

か、水利用全体の7割を占める農業用水は潅漑施設の老朽

化や不適切な水管理により水利用効率が低下しているた

め、重点モデル潅漑区での実証を通じ、中国全土に普及可

能な節水潅漑技術の確立をプロジェクト目標としている。

このプロジェクトは中国の水利部の事業と関連させたもの

で、水管理技術の向上、水田のほ場レベルでの節水技術の

開発、節水改良計画作成のための調査計画手法の開発の達

成によりプロジェクト目標は達成される。上位目標も達成

される見込みは高く、プラスのインパクトが多数発現して

いる。このプロジェクトは重みづけ総合評価が4.1で、「妥

当性」「有効性」「インパクト」「自立発展性」の評価項目

においても4.0以上の高い評価を得ている。

保健医療分野では「妥当性」の評点の平均が3.7と比較

的高い評価を得ているが、「有効性」「効率性」「インパク

ト」「自立発展性」の評点の平均は2点台と低い評価であ

る。これらの評価項目についてはいずれも他の分野と比べ

ると相対的に低い評価となっており、「有効性」「インパク

ト」「重みづけ総合評点」においては農業開発分野の評点

との間に統計的に有意な差が見られる。保健医療分野にお

ける評価対象数は4案件と数が少ない。そのなかで最も評

価の低かったザンビア「国境におけるHIV/AIDSおよび

性病啓蒙活動」は国境地域におけるハイリスクグループの

HIV感染率の低下をプロジェクト目標としている。「有効

性」「効率性」「インパクト」「自立発展性」についての評

価はいずれも2点台である。他ドナーと協調して行ってい

るプロジェクトであるため、どこまでがJICAによる成果

であるか判然としないなどの特異性もあり、評価が全体的

に他の3プロジェクトと比べてかなり低い。そこで、これ

を除いた評点の平均を用いて他分野との比較を行ったとこ

ろ、保健医療分野は他分野に比べて評価が若干低いものの

統計的に有意な差は見られなくなった。

2007 年度2次評価結果
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（4）地域別プロジェクトの評価

プロジェクトは広範囲の地域で実施されている。2007

年度の2次評価の対象となったプロジェクトが実施されて

いた地域はアジア大洋州地域が22案件、中南米地域14案

件、中東地域4案件、アフリカ地域9案件、欧州地域1案件

である。プロジェクトの地域別評価を示したのが図4-12、

表4-7である。なお、中東地域と欧州地域をひとつの地域と

して扱った。

地域による評価の平均については、「自立発展性」にお

いて統計的に有意な差が見られ、中東・欧州地域は中南米

地域やアフリカ地域よりも評価が高く、アジア大洋州地域

はアフリカ地域に比べて評価が高い。図4-12から明らか

なように、中東・欧州地域、アジア大洋州地域、中南米地

域は「効率性」についての評価が最も低い。一方、アフリ

カ地域では「自立発展性」の評価が最も低く、多くの評価

項目においても他の地域に比べて評価が全般的に低い傾向

が見られる。

アフリカ地域は総体的に低い評価となっているが、ア

フリカ地域では高い評価を得ているプロジェクトと低い評

価を受けているプロジェクトがあり、他の地域に比べてプ

ロジェクトの評価のばらつきが大きい。高い評価がなされ

たセネガル「安全な水とコミュニティ活動支援」は、日本

がこれまで行ってきた給水分野における援助はハードが中

心であったが、持続的開発のためには維持管理し応用発展

させることが必要であることから、水管理組合の運営指導

と地域住民の生活改善に対する支援活動を通じて、持続的

な水利体制が確立されることを目標として実施されたプロ

ジェクトである。投入はプロジェクト活動に有効に活用さ

れ、支援期間中に成果指標のほとんどを達成し、プロジェ

クト目標は達成された。また、プラスのインパクトも多く

発現している。各評価項目については総合評価点が4.2で

あるが、「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」も

4.2以上の高い評価を得ている。その一方、アフリカで実
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施された9プロジェクト中の4プロジェクトは総合評価が

2点台で低い評価を得ている。低い評価がなされたタンザ

ニア「国家統計局データ提供能力強化計画プロジェクト」

は、タンザニアが貧困削減戦略書の一環として貧困モニタ

リングが効果的に実施されるよう貢献することを求められ

ているために、国家統計局の統計データの収集・管理・提

供能力を向上させるべく技術協力プロジェクトを実施した

もので、統計局が適時により信頼性の高い統計データを提

供できることをプロジェクト目標としている。PDMにお

けるプロジェクトの成果とプロジェクト目標に乖離があ

り、成果が達成状況にあっても目標達成は困難であった、

また、専門家確保がむずかしく派遣時期が適切ではなかっ

たなど、「有効性」や「効率性」は高くない。

（5）2次評価者によるプロジェクトの総合的評価

2007年度は、2次評価者が報告書に基づいて2つの方法

によってプロジェクトの成果を総合的に評価した。ひとつ

は2次評価者が報告書から読み取ったDACの評価5項目

の結果にとらわれずにプロジェクトを総合的に評価する

（総合的評点）、もうひとつは2次評価者による評価5項目

の評点に重みづけをして、その合計得点を総合的評価（重

みづけ総合評点）とするものである。

表4-8 は重みづけ総合評点の高いプロジェクトから低い

プロジェクトに並べたものである。なお、表中の（ ）内

の数値は総合的評点を用いた順位である。これら2つの方

法で順位づけを行ったプロジェクトを見ると、総合的評点

で評価した場合の上位5プロジェクトと重みづけ総合評点

の場合の上位5プロジェクトのなか、4つのプロジェクト

が両方で取り上げられている。また下位5プロジェクトの

場合も4つのプロジェクトが両方の下位5プロジェクト中

に含まれている。この結果からわかるように、総合的評点

と重みづけ総合評点の相関は高く（r=0.957）、プロジェク

ト全体を評価する場合に、総合的評価として評点づけを独

図4-12　地域別評価（評点の平均） 
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表4-7　地域別評価（評点の平均） 

アジア 
大洋州 中南米 中東・ 

欧州  アフリカ 
評点の 
平均の差 

 ＊地域間の評点の平均に5％の有意水準で差がある 

  妥当性 3.82  3.76  3.54  3.68   
  有効性 3.49  3.45  3.47  3.17   
  効率性 3.09  2.91  3.17  2.88   
  インパクト 3.42  3.24  3.37  3.14   
  自立発展性 3.30  3.07  3.51  2.70  ＊ 
  総合的評点 3.39  3.30  3.39  2.94   
  重みづけ総合評点 3.40  3.26  3.41  3.08   
  件数 22 14 5 9  
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立に行わなくても、評価5項目の評点に重みづけをした合

計点をプロジェクトの総合的な評価として用いることが可

能であり、実用的でもある。

さらに、重みづけ総合評点を用いて各年度のプロジェ

クトについてレーティングを行った。重みづけ総合評点の

3.0が「普通」レベルであることから、ランクおよび意味

づけをそれぞれ次のようにした。

重みづけ総合評点が

4.0以上 Ａ：優れたプロジェクトである

3.5から3.99 Ｂ：いくらか優れたプロジェクトである

2.5から3.49 Ｃ：ほとんど問題のないプロジェクトである

2.0から2.49 Ｄ：一部問題のあるプロジェクトである

2.0未満 Ｅ：問題のあるプロジェクトである

2007年度評価を行った2005年度と2006年度のプロジェ

クト50案件のなかから重みづけ総合評点を用いて総合評

2007 年度2次評価結果
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表4-8　終了時評価報告書に基づく2次評価者によるプロジェクトの総合的評価：重みづけ評点 

順　位 
（総合評点による順位）  国 重みづけ評点 案　件　名 

A：優れたプロジェクトである B：いくらか優れたプロジェクトである C：ほとんど問題のないプロジェクトである D：一部問題のあるプロジェクトである 

   1 （ 1 ）   マレーシア           労働安全衛生能力向上計画 4.23 
   2 （ 9 ）   ベトナム             森林火災跡地復旧計画プロジェクト  4.19 
   3 （ 2 ）   セネガル             安全な水とコミュニティ活動支援 4.15 
   4 （ 5 ）  中国                 大型灌漑区節水灌漑モデル計画 4.12 
   5 （ 4 ）   トルコ               地質リモートセンシングセンタープロジェクト 4.12 
   6 （ 3 ）   タイ                 北部タイ省農薬適正技術計画プロジェクト 4.09 
   7 （ 6 ）  トルコ              自動制御技術教育改善計画 3.93 
   8 （11）   中国                 持続的農業技術研究開発計画プロジェクト 3.86 
   9 （13）   ブラジル             トカンチンス州小規模農家農業技術普及システム強化 3.79 
 10 （12）   トリニダード・トバゴ 持続的海洋水産資源利用促進計画プロジェクト 3.74 
 11 （14）   ニジェール           住民参画型学校運営改善計画プロジェクト 3.72 
 12 （ 7 ）   ブラジル             東部アマゾン森林保全・環境教育プロジェクト  3.71 
 13 （17）  インドネシア         石炭鉱業技術向上プロジェクト 3.64 
 14 （19）   中国                 リハビリテーション専門職養成プロジェクト 3.62 
 15 （23）   ホンジュラス         算数指導力向上 3.62 
 16 （ 8 ）   タイ                タイおよび周辺国における家畜疾病防除計画プロジェクト  3.62 
 17 （16）   ベトナム             水環境技術能力向上プロジェクト 3.61 
 18 （10）   中国                 日中友好環境保全センター（フェーズ3）  3.58 
 19 （15）   アルゼンチン         ペヘレイ増養殖研究開発計画 3.52 
 20 （21）   エリトリア           除隊兵士の社会復帰のための基礎訓練プロジェクト 3.51 
 21 （26）   インドネシア         水利組合強化計画プロジェクト 3.51 
 22 （22）   ドミニカ共和国       灌漑農業技術改善計画  3.47 
 23 （20）   チリ                日・チリ・パートナーシップ・プログラム（JCPP）強化 3.46 
 24 （33）   フィリピン           海上保安人材育成プロジェクト 3.37 
 25 （18）   ベトナム             法整備支援プロジェクト（フェーズ3） 3.28 
 26 （27）   インドネシア         地方環境管理システム強化 3.26 
 27 （24）   チリ                 身体障害者リハビリテーション 3.21 
 28 （25）   シリア               アル・バース大学獣医学教育強化計画プロジェクト 3.20 
 29 （32）   パナマ               パナマ運河流域保全計画  3.14 
 30 （36）   ザンビア             エイズおよび結核対策                               3.07 
 31 （34）   グアテマラ           シャーガス病対策                                   3.05 
 32 （30）   パキスタン           金型技術向上計画プロジェクト（フェーズ2）                                     3.02 
 33 （29）   フィリピン           女性職業訓練センター強化プロジェクト                               3.01 
 34 （38）   エチオピア           アレムガナ道路建設機械訓練センター                  3.00 
 35 （28）   ミクロネシア        漁業訓練計画（延長）                                            2.99 
 36 （43）   トルコ               黒海カレイ持続的種苗生産技術開発プロジェクト                               2.98 
 37 （35）   コスタリカ           生産性向上計画                                          2.97 
 38 （39）   タイ                 汚職防止支援プロジェクト                                       2.95 
 39 （41）   カンボジア           灌漑技術センター計画                                           2.94 
 40 （37）   ボリビア             サンタクルス県地域保健ネットワーク強化プロジェクト             2.86 
 41 （42）   インドネシア         淡水養殖振興計画                                                2.83 
 42 （40）   ルーマニア           地震災害軽減計画プロジェクト                                    2.81 
 43 （44）   エチオピア           ベレテ・ゲラ参加型森林管理計画プロジェクト                                  2.79 
 44 （31）   ホンジュラス         地方女性のための小規模起業支援プロジェクト                     2.77 
 45 （48）   インドネシア         市民社会の参加によるコミュニティー開発技術協力プロジェクト                2.60 
 46 （46）   ケニア アフリカ人造り拠点（フェーズ2）   2.58 
 47 （47）   インドネシア         火山地域総合防災                                    2.49 
 48 （45）   ザンビア             国境におけるHIV/AIDSおよび性病啓蒙活動         2.48 
 49 （50）   タンザニア           国家統計局データ提供能力強化計画プロジェクト                                 2.41 
 50 （49）   メキシコ             チアパス州ソコヌスコ地域小規模生産者支援計画        2.38 
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価点の高いプロジェクト5案件と低いプロジェクト5案件

を選んだ。それら評価5項目の評点を示したのが図4-13

と図4-14である。また表4-9には上位5案件グループと下

位5案件グループにおける視点、評点の平均を示してある。

図4-13、図4-14、表4-9から明らかなように、上位案

件グループの評価を見ると「妥当性」「有効性」「インパク

ト」については評点の平均が4.2以上の高い評価を得てい

る。「効率性」「自立発展性」は3.9と4.0の高い評価を得て

いるが、他の3評価項目に比べて評点の平均は相対的に低

く、「自立発展性」についてはプロジェクトによって評点

が3.2から4.7で、評点のばらつきが大きい。これら2評価

項目は2006年度の2次評価の結果においても他の評価項

目に比べて評価が低かった。

下位案件グループに関しては、「効率性」評点の平均が

2.2で評価項目中最も低い評価である。「自立発展性」につ

いては評点のばらつきが大きい。

上位案件グループと下位案件グループの評点の平均の

差を見ると、すべての評価項目において統計的に有意な差

があり、上位案件グループのほうが下位案件グループに比

べて評点が高い。両グループ間では「妥当性」については評

点の差が小さく、「有効性」「インパクト」では差が大きい。

さらに、高く評価されたプロジェクトと低く評価され

たプロジェクトの相異を各評価項目における視点から見

る。評点の平均を両グループで比較した場合、「妥当性」

では差が小さいが、視点によって差の大小に相異がある。

上位案件グループでは「妥当性」のいずれの視点において

も評価点は4.3以上と高い評価である。しかし、下位案件

グループでは「優先度」「必要性」の平均評価点は3.4であ

るが、「手段としての適切性」の平均評価点は2.7と相対的

に低く、「妥当性」の視点のなかでは「手段としての適切

性」に関して両グループ間の差が大きい。「有効性」につ

いては「プロジェクト目標の達成度」「プロジェクト目標

達成にかかわる因果関係の論理性」の視点において両グル

ープの平均評価点の差が大きい。「効率性」については

「実施プロセスの適切性」に関して下位案件グループの平

均評価点が視点間で相対的に低く、上位案件グループとの

差が大きい。「インパクト」については「予期されたイン

パクトの達成度」に関して下位案件グループの平均評価点

が視点間で相対的に低く、上位案件グループとの差が大き

い。「自立発展性」についてはいずれの視点においても両

グループ間で平均評価点の差が大きいが、そのなかでも

「持続性の程度」「持続性を保証する環境の整備度（組織）」

に関して上位案件グループとの差が大きい。

これらの結果から、プロジェクトの実施に際して用い

る手段が適切であり、プロジェクト目標の達成度が高く、

実施プロセスが適切であり、想定したインパクトが発現し、
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表4-9  重みづけ総合評点上位5案件と下位5案件における 
　　  　視点・評点の平均 

視点・評点 
上位5案件 下位5案件 

視点・評点の平均 
平均の差 

** 上位5案件と下位5案件の評点の平均に1%の有意水準で差がある     

優先度 4.37  3.36  1.01 ** 
必要性 4.36  3.41  0.95 ** 
手段としての適切性 4.31  2.73  1.59 ** 
評点 4.37  3.32  1.05 ** 
プロジェクト目標の達成度 4.40  2.36  2.04 ** 
プロジェクト目標達成にかかわる因果関係の論理性 4.38  2.39  1.99 ** 
評点 4.32  2.32  2.01 ** 
投入費用の明確化 4.13  2.86  1.27 ** 
費用対効果 3.44  2.38  1.05 ** 
実施プロセスの適切性 3.98  2.12  1.86 ** 
評点 3.92  2.23  1.69 ** 
予期されたインパクトの達成度 4.22  2.23  1.99 ** 
因果関係の論理性 3.84  2.41  1.43 ** 
予期しなかったプラス・マイナスのインパクトの程度 3.99  3.06  0.93 ** 
評点 4.19  2.46  1.74 ** 
持続性確保のためのしくみの組み込み 3.79  2.27  1.51 ** 
持続性の程度 4.03  2.32  1.71 ** 
持続性を保証する環境の整備度（組織） 4.15  2.45  1.70 ** 
持続性を保証する環境の整備度（技術） 4.12  2.54  1.58 ** 
持続性を保証する環境の整備度（財政） 3.87  2.39  1.48 ** 
評点 4.03  2.38  1.65 ** 
  4.16  2.47  1.69 ** 
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自立発展性が高いことがプロジェクトの評価を高めること

につながることを示唆している。

総合評価が最も高かったプロジェクトは、報告書の質

においても最も高いと評価されたマレーシア「労働安全衛

生能力向上計画」である。このプロジェクトの評価項目の

評点を見ると「効率性」は3.6であるが、「妥当性」「有効

性」「インパクト」「自立発展性」は4.3以上の高い評価を

得ている。高い評価を得た理由は次のとおりである。計画

された活動はすべて実施されており、成果は達成され、プ

ロジェクト目標である国立労働安全衛生センターにおける

技術支援、人材育成、情報収集・提供に関する機能は向上

しており「有効性」は高い。上位目標「マレーシアにおけ

る労働災害、職業病の減少」への達成にはプロジェクト以

外の要因も関係しているが、プロジェクト実施期間中に労

働災害、職業病が減少している、労働安全衛生局が発行す

るガイドライン数が増加している、産業保健衛生部会への

医師学会員の参加が増大しているなどのプラスのインパク

トが発現していることから「インパクト」は大きい。労働

安全衛生局は中心的機関として今後も継続することが予想

され、国立労働安全衛生センターの組織は拡大傾向にあり、

プロジェクトの運営経費を毎年増額している。また、研究機

関としての技術水準や評価は今後も維持していくことが予

想されることから「自立発展性」は高い。

総合評価が最も低かったプロジェクトはメキシコ「チ

アパス州ソコヌスコ地域小規模生産者支援計画」である。

このプロジェクトは、メキシコでの貧困基準が最低である

チアパス州の女性を中心とした小規模生産者を支援するた

めに、モデル地区において市と村双方のイニシアティブに

よる村落開発プロジェクトが開始されることを目標として

いる。村落開発プロジェクトとしては「改良かまど」「洋

裁」「菓子」「花栽培」が女性グループにより実施されてお

り、青年海外協力隊（JOCV）がこれらの指導に携わって

いる。しかし、期間中に市長や市職員が代わったことによ

りプロジェクトの実施体制づくりが遅れた。また、運営管

理の長期専門家の派遣が遅れ、村落開発のためのガイドラ

インの作成が遅れ、明確な活動計画がないままプロジェク

トが開始された。

評価項目への評価は「妥当性」が3.3であるが、「有効

性」「効率性」「インパクト」は2点台で、「自立発展性」

は1.7と最も低い。低い評価がなされた理由は次のとおり

である。「パイロット村以外の村において村落開発プロジ

ェクトが開始されている」というプロジェクト目標の指標

は達成されているが、成果であるべき肝心の「村落開発プ

ロジェクト管理のためのガイドライン」が作成されていな

いことが「有効性」を若干低めている。専門家派遣の遅れ、

JOCVの数の不足、モニタリング時期の遅れなどプロジェ

クトの効率性を阻害する要因が散見されるため「効率性」

が低い。ジェンダーや社会格差の是正、技術面での変革な

ど村落住民の生活レベルで予期しなかったインパクトが発

現しているが、他の地域に波及する見込みは大きくなく、

上位目標の達成は困難が予想されることから「インパクト」

はそれほど大きくない。「自立発展性」については市の村

落開発チームの能力が未熟である、また3年ごとの市長選

挙という外部条件が大きな影響を与えることからプロジェ

クト終了後の「自立発展性」は低い。

（6）年度別プロジェクトの評価

プロジェクトの評価が年度によってどのように変化し

ているか、経年的推移を評点の平均で示したのが図4-15

および表4-10である。なお、プロジェクトの総合評価に

ついては重みづけ総合評点を用いて示してある。

2007 年度2次評価結果
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図4-15　2次評価者によるプロジェクトの評価の 
　　　　  経年的変化（評点の平均） 
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表4-10　2次評価者によるプロジェクトの評価の経年的変化（評点の平均） 

  *　年度間の評点の平均に5%の有意水準で差がある 
 **　年度間の評点の平均に1%の有意水準で差がある 

  妥当性 3.06  3.56  3.68  3.69  0.50** 0.62** 0.63**   0.13    0.13    0.00   
  有効性 3.02  3.23  3.36  3.38  0.22 0.35** 0.36**   0.13    0.15    0.02   
  効率性 2.71  3.07  2.95  3.04  0.35** 0.24* 0.32* －0.11  －0.03    0.08   
  インパクト 2.81  3.25  3.25  3.26  0.44** 0.43** 0.45** －0.01    0.01    0.01   
  自立発展性 2.66  3.16  3.16  3.10  0.50** 0.51** 0.44*   0.00  －0.06  －0.06   
  重みづけ総合評点 2.85  3.23  3.26  3.27  0.38** 0.41** 0.42**   0.03    0.04    0.01   
 

評点の平均 年度間の平均の差 

①2003年 ②2004年 ③2005年 ④2006年 ②－① ③－① ④－① ③－② ④－② ④－③ 
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図4-15から明らかなように、評点の平均を見るといず

れの評価項目についても2003年度のプロジェクトに比べ

ると2004年度、2005年度、2006年度のプロジェクトは評

価が高い。表4-10は統計的分析結果を示してある。2003

年度と2004年度を比較すると、いずれの評価項目におい

ても2004年度のほうが評価が高く、「妥当性」「効率性」

「インパクト」「自立発展性」では統計的に有意な差が見ら

れる。2003年度と2005年度、2006年度間ではいずれの評

価項目においても2003年度のほうが評価は低く、統計的

に有意な差が見られる。さらにプロジェクトを総合的に評

価した重みづけ総合評点から見ても、2003年度と2004年

度間、2003年度と2005年度間、2003年度と2006年度間

には統計的に有意な差が見られ、2003年度のほうが評価

が低い。2004年度、2005年度、2006年度のプロジェクト

間には統計的な差は見られない。

重みづけ総合評点を用いて各年度のプロジェクトにつ

いてレーティングを行った。ランクは最上位がＡで、Ｂ、

Ｃ、Ｄ、Ｅの順で低くなり、重みづけ評点が4.0以上はＡ、

3.5～3.99はＢ、2.5～3.49はＣ、2.0～2.49はＤ、2.0未満

はＥである。図4-16はプロジェクトのランクによる分布

を示したものである。この図から明らかなように2003年

度ではランクEのプロジェクトが見られるが、2004年度、

2005年度、2006年度には見られない。また、総合評点が

ランクＤのプロジェクトは2003年度では案件中の23.7％

であるが、2004年度、2005年度、2006年度になるにつれ

て割合は減少している。2003年度と2004年度を比較する

と、2003年度ではランクＢのプロジェクトが2.6%である

が、2004年度では29.5％と増加し、ランクＡのプロジェ

クトもある。2004年度と2005年度を比較すると、ランク

Ｄが2005年度では若干減少している。ランクＡとＢとが

占める割合は両年度とも同程度であるが、ランクＡのプロ

ジェクトは2004年度の2.3％から2005年度の9.5％へと増

加している。2005年度と2006年度を比較すると、ランク

Ｄのプロジェクトは2006年度では若干減少しており、ラ

ンクＡのプロジェクトは同程度の割合である。ランクＢに

ついて見ると、2005年度では23.8％であるのに対し、

2006年度では36.0％となっており、2006年度のほうがラ

ンクの高いプロジェクトが多い。総合評点の平均の比較か

ら見ると、2004年度、2005年度、2006年度の評価の推移

は明確ではないが、プロジェクトのランクの分布状況から

見ると、年度の推移とともにＣ以上のプロジェクトの割合

が上昇しており、2次評価者が報告書から読みとった評価

ではあるが、年度の推移とともにプロジェクトが高い評価

を得ていると考えることができる。

（7）JICA 本部・在外事務所による評価および事前

評価の有無

JICAでは、在外強化の流れにあわせ、2004年10月か

ら在外事務所が主管となって、案件形成から事業評価まで

の一連の業務を実施する「在外主管案件」を導入しており、

2005年4月からは対象事務所を30事務所に拡充して実施

している。2005年度の2次評価対象プロジェクトのうち2

案件、2006年度では6案件で在外事務所によって終了時

評価が行われている。図4-17は、2次評価者が報告書か

らとらえたプロジェクトの評価をJICA本部主管によるプ

ロジェクトと在外事務所主管によるプロジェクト別に示し

たものである。

在外事務所が終了時評価を実施したプロジェクトは８

案件と少なく制約はあるものの、この図から明らかなよう

に、本部主管によるプロジェクトのほうが在外事務所主管

のプロジェクトよりも２次評価者が報告書からとらえたプ

ロジェクトに対する評価は全般的に若干高い傾向が見られ
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図4-16　2次評価者によるプロジェクトの評価の経年的変化（分布） 

図4-17　JICA本部・在外事務所主管別のプロジェクトの評価 
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る。「妥当性」に関する「手段としての適切性」、および

「有効性」に関する「プロジェクト目標達成にかかわる因

果関係の論理性」では本部主管によるプロジェクトへの評

価は在外事務所主管によるプロジェクトに比べて統計的に

有意に高い。1次評価の質で述べたように、終了時評価の

質は「事業計画の適切性」、「プロジェクトの組み立ての検

証可能性」および「実施プロセスの検証可能性」の視点に

関しては差が見られ、本部主管による終了時評価のほうが

質が高かった。これらのことから、本部主管によるプロジ

ェクトでは目標を明確に掲げ、プロジェクト開始の時点で

目標達成に向けた適切な計画がなされ、そのことがプロジ

ェクト自体の評価につながっていることが考えられる。一

方、２次評価者によって低く評価されたプロジェクト下位

５案件中の２つは在外事務所が案件形成および終了時評価

を行ったプロジェクトである。これらのプロジェクトは、

他ドナーとの連携の枠組みで実施したためどこまでが

JICAによる成果であるか判然としない、あるいは目標の

達成には外部条件からの影響が大きいというようなプロジ

ェクトの特殊性があり、これらがプロジェクト目標の達成

に影響を与えていることは否めないものの、これらの低い

評価が在外事務所によるプロジェクト全体への評価を低く

したことにつながっていると考えられる。

プロジェクトの事前評価の有無については、2007年度の

2次評価の対象となったプロジェクトのなかで事前評価を

実施したプロジェクトは24案件、非実施のプロジェクトは

26案件であるが、2次評価者によるプロジェクトの評価結

果において、事前評価の実施グループと非実施グループ間

で統計的に有意な差が見られる評価項目はなかった。

（8）報告書に基づく2次評価によるプロジェクトの

評価についてのまとめ

評価対象プロジェクトは全体的に「妥当性」が高く、

「有効性」「インパクト」「自立発展性」も「普通」のレベ

ル以上の評価を得ている。しかし、「効率性」は「普通」

のレベルに達してはいるが、相対的に評価は低い。

評価5項目を視点別に見ると、ひとつの評価項目のなか

で視点に対する評価に相異が見られる。「妥当性」に関し

ては、日本の援助政策、JICAの国別事業実施計画、相手

国の開発政策との整合性や事業実施の高い優先性を評価す

る「プロジェクト実施の優先度」や、ターゲットグループ、

対象地域、社会のニーズとの合致を評価する「プロジェク

トの必要性」の視点についての評価は高いが、設定した開

発課題の解決に向けて効果を上げるアプローチとしてのプ

ロジェクトの適切性、対象地域やターゲットグループの選

定の適正性、日本の技術の優位性などの「手段としての適

切性」という視点では評価は相対的に低い。「効率性」に

ついては、機材購入や専門家費用など投入にかかる費用を

明確に把握しているかという「投入費用の明確化」という

視点は相対的に高いが、コストを抑える努力をしたか、よ

り低い費用で達成する代替手段はなかったか、同じ費用で

より高い達成度を実現することはできなかったか、類似プ

ロジェクトと比較して費用対効果は高かったかという「費

用対効果」の視点、および投入の時期や規模・質の適切性

に関する「実施プロセスの適切性」の評価は低く、「普通」

のレベルに達していない。「自立発展性」についても持続

性を確保するための工夫・しくみをプロジェクトのなかで

考慮していたかという「持続性確保のためのしくみの組み

込み」と予算確保のための対策は十分かという「持続性を

保証する環境の整備度（財政）」の視点については「普通」

のレベルに達しているものの相対的に評価は低い。

2003年度から2006年度に終了時評価を実施したプロジ

ェクトの評価結果を時系列的に比較したところ、評点の平

均では、2003年度と2004年度、2005年度、2006年度の

間に統計的に有意な差が見られ、2003年度のプロジェク

トに比べて2004年度、2005年度、2006年度のプロジェク

トのほうが質が高くなっている。しかし、2004年度、

2005年度、2006年度のプロジェクトの間には差が認めら

れなかった。2007年度の分析では、プロジェクトについ

て評価5項目の評点に重みづけした得点の合計を総合評点

として「Ａ：優れたプロジェクトである」から「Ｅ：問題

のあるプロジェクトである」まで5段階によるランクづけ

を行った。プロジェクトのランクの分布状況から見ると、

年度の推移とともにＣ以上のプロジェクトの割合が上昇し

ており、2次評価者が報告書から読み取った評価ではある

が、年度の推移とともにプロジェクトが高い評価を得てい

ると考えることができる。

2次評価者により全般的に高く評価されたプロジェクト

と全般的にやや低く評価されたプロジェクトを比較してみ

ると、「妥当性」についての「手段としての適切性」、「有

効性」についての「プロジェクト目標の達成度」および

「プロジェクト目標にかかわる因果関係の論理性」、「効率

性」についての「実施プロセスの適切性」、「インパクト」

についての「予期されたインパクトの達成度」、「自立発展

性」についての「持続性の程度」および「持続性を保証す

る環境の整備度（組織）」の視点に関して差が大きかった。

プロジェクト運営においてはこれらの点に留意することが

必要である。

本部主管のプロジェクトと在外事務所主管のプロジェ

クトを比較すると、２次評価者が報告書からとらえたプロ

ジェクトに対する評価は、在外事務所主管のプロジェクト

よりも本部主管によるプロジェクトのほうが全般的に若干

高い傾向が見られる。「妥当性」に関する「手段としての
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適切性」、および「有効性」に関する「プロジェクト目標

達成にかかわる因果関係の論理性」への評価は本部主管に

よるプロジェクトのほうが統計的に有意に高い。終了時評

価の質に関して、「事業計画の適切性」「プロジェクトの組

み立ての検証可能性」および「実施プロセスの検証可能性」

の視点で本部による終了時評価のほうが質が高かった。こ

のことから、本部主導によるプロジェクトでは、目標を明

確に掲げ、プロジェクト開始の時点で目標達成に向けた適

切な計画がなされたことがプロジェクト自体の評価につな

がっていると考えられる。これはプロジェクトの実施計画

段階で目標達成をめざして綿密な計画を作成することが重

要であることを示唆しており、在外事務所においては、適

切なPDMを作成し、JICAのガイドラインにそった評価

の実施を心がけることによって、プロジェクトの成果を高

めることが可能になると考えられる。

（9）プロジェクトの質を高めるために

2次評価者が終了時報告書に基づいてプロジェクトを評

価した結果、プロジェクトの質を高めるための留意点とし

て次のことが挙げられる。留意点のいくつかは2005年度、

2006年度の2次評価においても挙げられていることであ

るが、それらを含めて提示する。

1）プロジェクトを実施するにあたっての手段の適切性

プロジェクトの実施においては、開始時の妥当性がそ

の後の実施プロセスや成果の発現に影響を及ぼす。2次評

価者による「妥当性」に関する評価のなかで、「手段とし

ての適切性」への評価は「優先度」や「必要性」に比べて

相対的に低かった。プロジェクト実施にあたっては外部条

件などプロジェクトが置かれている状況をよく見極め、適

切な手段・方法を選択することが重要であり、適切な手

段・方法によってプロジェクト目標の達成度やインパクト

の発現、自立発展性を高め、プロジェクトの質の向上をは

かることができると考えられる。

2）プロジェクト目標と上位目標との明確な因果関係

上位目標として掲げてある成果は、プロジェクト目標

が達成されることにより発現する。しかし、プロジェクト

目標と上位目標との関連性があいまいであったり、上位目

標がプロジェクト目標から乖離しているプロジェクトが見

られた。上位目標の発現を高めるためには、成果からプロ

ジェクト目標・上位目標に至る因果関係を明確にすること

が必要である。

3）指標・目標値の設定

活動や目標の達成度を測る指標が設けられていない、

あるいは指標はあるが明確な目標値が設定されていないな

ど、達成の程度をどのように判断するのか疑問が生じるよ

うな報告書が見られた。PDMの作成にあたっては、活動

や目標と対応する適切な指標を設定することが重要であ

り、さらに目標値を設定し、結果の客観性を確保すること

が必要である。

4）在外事務所に対するプロジェクト実施手法のガイダンス

2次評価者が終了時報告書からとらえた評価ではある

が、在外事務所主管のプロジェクトはJICA本部主管のプ

ロジェクトに比べて全般的に評価が低い傾向が見られた。

特に、「手段としての適切性」や「プロジェクト目標達成

にかかわる因果関係の論理性」についての評価に関して、

在外事務所主管のプロジェクトと本部主管のプロジェクト

では評価の差が大きい。本部主管によるプロジェクトでは、

目標を明確に掲げ、プロジェクト開始の時点で目標達成に

向けた適切な計画がなされたことがプロジェクト自体の評

価につながっていると考えられる。今後、在外事務所主管

によるプロジェクトが多くなってくると思われるので、本

部としては在外事務所に対してプロジェクト実施にあたっ

てのPDMの作成・評価手法に関するガイダンスの実施、

評価基準の徹底など、在外事務所が実施するプロジェクト

の質的向上への対策を立てる。在外事務所においては、

JICAのガイドラインにそった適切なPDMの作成を心が

けることが必要である。
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付表1　2007年度2次評価対象案件 
【2006度終了時評価実施案件】25件 

【2005年度終了時評価実施案件】25件   

 

 インドネシア 市民社会の参加によるコミュニティー開発技術協力プロジェクト 
 インドネシア 水利組合強化計画プロジェクト 
 エチオピア ベレテ・ゲラ参加型森林管理計画プロジェクト 
 エリトリア 除隊兵士の社会復帰のための基礎訓練プロジェクト 
 ケニア アフリカ人造り拠点（フェーズ2） 
 シリア アル・バース大学獣医学教育強化計画プロジェクト 
 タイ タイおよび周辺国における家畜疾病防除計画プロジェクト  
 タイ 汚職防止支援プロジェクト 
 タイ 北部タイ省農薬適正技術計画プロジェクト 
 タンザニア 国家統計局データ提供能力強化計画プロジェクト 
 中国 リハビリテーション専門職養成プロジェクト 
 中国 持続的農業技術研究開発計画プロジェクト 
 トリニダード・トバゴ 持続的海洋水産資源利用促進計画プロジェクト 
 トルコ 黒海カレイ持続的種苗生産技術開発プロジェクト 
 ニジェール 住民参画型学校運営改善計画プロジェクト 
 パキスタン 金型技術向上計画プロジェクト（フェーズ2） 
 フィリピン 女性職業訓練センター強化プロジェクト 
 フィリピン 海上保安人材育成プロジェクト 
 ブラジル 東部アマゾン森林保全・環境教育プロジェクト 
 ベトナム 森林火災跡地復旧計画プロジェクト 
 ベトナム 水環境技術能力向上プロジェクト 
 ベトナム 法整備支援プロジェクト（フェーズ3） 
 ボリビア サンタクルス県地域保健ネットワーク強化プロジェクト  
 ホンジュラス 地方女性のための小規模起業支援プロジェクト 
 ルーマニア 地震災害軽減計画プロジェクト 
 
 アルゼンチン ペヘレイ増養殖研究開発計画 
 インドネシア 火山地域総合防災 
 インドネシア 石炭鉱業技術向上プロジェクト 
 インドネシア 淡水養殖振興計画 
 インドネシア 地方環境管理システム強化 
 エチオピア アレムガナ道路建設機械訓練センター 
 カンボジア 灌漑技術センター計画 
 グアテマラ シャーガス病対策 
 コスタリカ 生産性向上計画 
 ザンビア エイズおよび結核対策 
 ザンビア 国境におけるHIV/AIDSおよび性病啓蒙活動 
 セネガル 安全な水とコミュニティ活動支援 
 中国 大型灌漑区節水灌漑モデル計画 
 中国 日中友好環境保全センター（フェーズ3） 
 チリ 日・チリ・パートナーシップ・プログラム（JCPP）強化 
 チリ 身体障害者リハビリテーション 
 ドミニカ共和国 灌漑農業技術改善計画 
 トルコ 自動制御技術教育改善計画 
 トルコ 地質リモートセンシングセンタープロジェクト 
 パナマ パナマ運河流域保全計画 
 ブラジル トカンチンス州小規模農家農業技術普及システム強化 
 ホンジュラス 算数指導力向上 
 マレーシア 労働安全衛生能力向上計画 
 ミクロネシア 漁業訓練計画（延長） 
 メキシコ チアパス州ソコヌスコ地域小規模生産者支援計画 
 
 アルゼンチン 産業公害防止                                                           
 インドネシア 森林火災予防計画（フェーズ2）                                                     
 インドネシア インドネシア地方貿易研修・振興センター                                 
 ガーナ 小中学校理数科教育改善計画                                             
 ケニア 農村社会における小規模灌漑振興                                         
 タイ 東北タイ造林普及計画（フェーズ2）                                             
 タイ 障害者創造活動と就労機会および山岳民族の手紡ぎ糸ほか商品開発計画         
 タイ エネルギー管理者訓練センター                                 
 タイ 自治体間協力プロジェクト                                               
 中国 日中友好医薬品安全性評価管理センター                                       
 中国 住宅性能評定・住宅部品認定の研究                                       
 チリ 住民参加型農村環境保全計画                                             
 フィリピン 船舶検査能力向上計画                                                   
 ブラジル 東北部半乾燥地（カアチンガ）における荒廃地域の再植生技術開発           
 ブラジル 東部アマゾン持続的農業技術開発計画                                     
 ベトナム 高等海事教育向上計画                                                   
 ラオス 読書推進運動支援                                           
 

【のりしろ案件】17件   
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【情報源と収集方法の適切性】 情報収集方法や収集先（訪問先・面会者など先方関係者の情報源としての評価への参加）は適切か     

複数の収集方法を組み合わせることにより、情報の客観性・信憑性を高めるよう配慮しているか。最終受益者を含め、幅広い情報収集先をバランスよくあたっているか。     
 

視
点 

【情報源の明確性】 データ･情報の収集先（訪問先・面会者など）は明らかか     

情報収集先に関する十分な説明（出典、面談者リストなど）があるか。     
 

視
点 

【収集実績】 評価を行う上で十分な情報が収集されているか     

設定した情報収集計画（評価グリッド）に基づき、評価設問への回答を得るに十分（質・量）な情報が得られているか。また、調査の実施過程であらたな疑問が生じた場合
は、必要な追加情報を収集しているか。     

視
点 

付表2　2次評価票（2007年度版）      
 

案件名 

 記入者名 作成年月日 

※記入方法      
 
①                  の「視点」「評点」の部分をドロップダウン・リストから選択【Ⅰ～Ⅲ】   
       
 
 
 
 
②           の「なじみ度」の部分はドロップダウン・リストから選択肢を選択    
③コメント欄には、重要点や特筆されるべき点を記入（よい事例を含む）【Ⅰ～Ⅳ】    

Ⅰ適切な評価が可能であったかどうかの前提条件（評価可能性）      
 

【事業計画（事前評価／PDM）の適切性】　事業計画（事前評価／PDM）がプロジェクトを評価するのに適切であったか   

終了時評価で用いたPDMが当初作成されたPDMの修正版である場合、当初に比べて改善されたものであったか。評価で用いたPDMでのプロジェクトの達成目標が
当初に比べて低くなっていないか。     

【プロジェクトのターゲットグループの設定】　     

プロジェクトの裨益者であるターゲットグループの設定が明確かつ適切であるか。     

【プロジェクト目標の達成度（実績）の検証可能性】　事業計画（事前評価表／PDM）において、プロジェクトのアウトプットと目標は達成度の評価が可能なように設定されていたか  

アウトプット、プロジェクト目標において、指標とその数値目標（目標値）が評価目的をふまえて明確・適切に設定されており、事業計画（事前評価表／PDM）に基づいた
達成度が評価可能な形になっていたか。     

【上位目標の達成度（実績）の検証可能性】　事業計画（事前評価表／PDM）において、上位目標は達成度の評価が可能なように設定されていたか     

上位目標において、指標とその数値目標（目標値）が評価目的をふまえて明確・適切に設定されており、事業計画（事前評価表／PDM）に基づいた達成度が評価可能な
形になっていたか。     

【プロジェクトの組み立て（因果関係）の検証可能性】　評価に用いたPDMにおいて「活動→アウトプット（成果）→プロジェクト目標→上位目標」の論理は妥当だったか 

外部条件を含めた因果関係の仮説が明確かつ現実的であり、妥当な論理が組まれていたか。     
 
【実績・実施プロセスの検証可能性】プロジェクトのモニタリングが行われ、必要な記録（ベースライン・データを含む）が残されていたか     

アウトプット、活動、投入などを中心に、プロジェクトのモニタリングが定期的に行われ、評価に必要となる情報・データの蓄積がなされていたか。     
 

視
点 

視
点 

【評価設問】評価設問は適切に設定されているか     

評価目的をふまえた評価設問が評価グリッドにおいて適切に設定され、現実的な情報収集計画となるよう具体的・実際的なレベル（小項目）までブレークダウンしてあるか。     
 

視
点 

視
点 

視
点 

視
点 

視
点 

評
点 

コ
メ
ン
ト 

薄緑 

薄緑 

橙 

基準 

5：十分／高い   
4：おおむね十分／高い   
3：普通   
2：いくらか不十分／低い   
1：不十分／低い  

2　情報収集（＊1） 

Ⅱ 項目ごとの2次評価      
 1  評価フレームワーク 

【調査団構成（中立性・公正性・専門性）】 JICAによる内部評価という前提の上で、中立性・公正性・専門性に配慮した調査団構成となっているか     

JICAによる内部評価という前提の上で、調査団の構成にあたっての公平性・中立性・専門性確保への配慮がなされているか。調査団員の現職やプロジェクトとのかかわ
りなどについての記述そのほかの報告書から読み取れる情報をもとに、「評価公平性・中立性は害されていないか、専門知識の不足や評価の質への悪影響はないか、調
査団構成の偏りがその要因となっていないか」等を基準として判断する。     

【被援助国の参画度】　途上国側関係者の評価調査への参画は十分か《先方関係者の評価者としての評価への参加》     

途上国側関係者の評価調査への十分な参画（＝評価方法に対する理解に基づき、一連の評価活動に相手国のプロジェクト関係者または第三者がJICAと共同して従事）
が報告書中に記述されているか。具体的な記述がない場合は、調査団構成やミニッツなどの報告書から読み取れる情報をもとに、参画度を判断する。     
 

視
点 

視
点 

評
点 

コ
メ
ン
ト 
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4　評価（＊4） 

コ
メ
ン
ト 

評
点 

評
点 

評
点 

コ
メ
ン
ト 

【プロジェクトの現状把握・検証（実績：プロジェクト目標）】　プロジェクト目標の達成度の把握・検証は十分か     

プロジェクト目標に関する達成度、もしくは達成予測が、指標・目標値を用いて的確に把握・検証されているか。     
 

視
点 

【プロジェクトの現状把握・検証（実績：上位目標）】　上位目標の達成度の把握・検証は十分か     

上位目標に関する達成度、もしくは達成予測が、指標・目標値を用いて的確に把握・検証されているか。     
 

視
点 

【プロジェクトの現状把握・検証（実施プロセス）】　実施プロセスの把握・検証は十分か     

プロジェクトの実施プロセス（モニタリング、意思決定過程、プロジェクト内でのコミュニケーション状況など）に対する検証が、成果や目標達成にあたっての貢献・阻害要
因の特定につながる形で、十分に行われているか。     

視
点 

【プロジェクトの現状把握・検証（定性的因果関係）】因果関係の把握・検証が定性的側面から十分とらえられているか     

計画段階におけるプロジェクトの組み立てに対する検証（＊2：プロジェクト実施状況と変化の関連やプロジェクトにかかわる人々の認識など）が、成果や目標達成に当た
っての貢献・阻害要因の特定につながる形で、十分に行われているか。     

視
点 

【プロジェクトの現状把握・検証（定量的因果関係）】因果関係の把握・検証が定量的方法で十分行われているか     

「with/without」や「before/after」の比較を通して、効果がプロジェクトの結果もたらされたものであるかの検証（＊3）を、納得性の高い形で試みているか。     
 

視
点 

【プロジェクトの現状把握・検証（実績：アウトプット）】　アウトプット産出の把握・検証は十分か     

アウトプットは計画どおり産出されているか、指標・目標値を用いて的確に把握・検証されているか。     
 

視
点 

3　  分析 

3.1　現状把握・検証 

【5項目評価（妥当性）】　「妥当性」の評価は十分か     

本評価項目の定義（ニーズとの合致、政策との整合性、手段としての適切性等の視点）に的確に従って、網羅すべきポイントを押さえた評価を行っているか。     
 
【5項目評価（有効性）】　「有効性」の評価は十分か     

本評価項目の定義（プロジェクト目標の明確性、プロジェクト目標達成にかかわる因果関係の論理性などの視点）に的確に従って、網羅すべきポイントを押さえた評価を
行っているか。     
 

視
点 

視
点 

【5項目評価（効率性）】　「効率性」の評価は十分か     

本評価項目の定義（費用節約、コスト面での類似プロジェクトとの比較（費用対効果の考え方）などの視点）に的確に従って、網羅すべきポイントを押さえた評価を行って
いるか。     
 

視
点 

【5項目評価（インパクト）】　「インパクト」の評価は十分か     

本評価項目の定義（上位目標の明確性、上位目標達成にかかわる因果関係の論理性、波及効果の有無などの視点）に的確に従って、網羅すべきポイントを押さえた評価
を行っているか。     
 
【5項目評価（自立発展性）】　「自立発展性」の評価は十分か     

本評価項目の定義（持続性確保のためのしくみの組み込み、政策・制度面、組織・財政面、技術面などにおける自立発展性の視点）に的確に従って、網羅すべきポイントを
押さえた評価を行っているか。本評価項目については、各視点からの自立発展性の評価だけでなく、全体としての自立発展性を総合的に判断しているか否かも重要な
ポイントとなる。     

視
点 

視
点 

【評価全般（結論）】　結論は適切にまとめられているか     

評価結果を横断的に取りまとめ、当初設定した評価の目的に対して的確に判断を下しているか。     
 

視
点 

コ
メ
ン
ト 

3.2　分析の方法 

【客観的分析】　データに基づいて客観的な分析を行っているか     

科学的な議論の積み上げによる現状把握に基づいた客観的な分析を行っているか。定量化できるものについては、可能な限り定量化する工夫がはかられているか。     
 
【多面的分析】　多面的な分析・データの解釈を行っているか     

複数のデータ分析方法を組み合わせることにより、さまざまな角度からの検証・分析を行った上で、結果の解釈を行っているか。     
 

視
点 

視
点 

【貢献・阻害要因の分析】　貢献要因・阻害要因の分析が十分に行われているか     

計画段階におけるプロジェクトの組み立て（因果関係のロジック）と実施段階におけるプロセス（運営体制など）の双方について、効果の発現に対する貢献・阻害要因を
十分に分析しているか。     
 

視
点 
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コ
メ
ン
ト 

5　提言・教訓（＊5） 

5.1　提言 

6　報告書 

コ
メ
ン
ト 

コ
メ
ン
ト 

5.2　教訓 

【教訓：抽出の十分性】　教訓は十分に引き出されているか     

評価のプロセスを経て得られた貢献・阻害要因などの情報が、十分に教訓に反映されているか。     
 
【教訓：根拠の明確性と内容の納得性】　教訓は評価結果から導かれ、納得性の高い内容となっているか     

教訓の内容は、評価のプロセスを経て得られた情報（貢献・阻害要因など）を根拠に策定したものとなっているか。その結果、客観的で納得性の高い内容の教訓が抽出
されているか。     
 

視
点 

視
点 

【教訓の活用可能性】　教訓は将来的に活用できる形で提示されているか     

将来的に類似案件において活用される可能性の高い有益な情報が盛り込まれているか。     
 

視
点 

2　有効性（プロジェクトの目標達成）      
 

コ
メ
ン
ト 

コ
メ
ン
ト 

1　妥当性（プロジェクト実施の正当性・必要性）      
 

【優先度】　プロジェクト実施の正当性はあるか     

日本の援助政策、JICAの国別事業実施計画、相手国の開発政策との整合性はあるか。ODAで実施する妥当性はあるか。当該国・分野に対する協力として、本事業実施
の高い優先度があるか。     
 
【必要性】　プロジェクト実施の必要性はあるか     

ターゲットグループ、対象地域、社会のニーズに合致しているか。いまもそのニーズ（終了時点でのプロジェクトの妥当性）は存在しているか。これらのニーズについて
は、その優先度も含めて論拠に基づいて把握しているか。     
 

視
点 

視
点 

【手段としての適切性】　プロジェクトの設計は正しかったか     

プロジェクトは、設定した開発課題の解決（上位目標）に向けて効果を上げるアプローチとして適切か。対象地域やターゲットグループの選定は適正か。日本の技術の優
位性はあるか。より高いレベルのアウトカムの発現に向け、他ドナーや相手国による関連事業との連携を計画・実施しているか。     
 

視
点 

【プロジェクト目標の達成度】　プロジェクト目標は達成されているか     

プロジェクト目標は達成されたか（明確な根拠があり達成される見込みも含む）。     
 
【プロジェクト目標達成にかかわる因果関係の論理性】　プロジェクト目標達成に至るまでの因果関係は強いか     

プロジェクト目標の達成は、アウトプットの結果もたらされたか（もたらされるか）。アウトプットからプロジェクト目標に至るまでの外部条件は適切に認識されていたか。
有効性を阻害したり、有効性に貢献した特別な要因は存在したか。     
 

視
点 

視
点 

【書き方全般（簡潔・明瞭・明快）】　報告書が簡潔かつ明瞭な書き方となっており、読者に明快に伝わるようになっているか     

報告書の構成、字の大きさ、用語の使い方、情報の提示方法など、全体として一般の人にわかりやすい報告書になっているか。本文のはじめにPDMを明記しているか。
論理構成や要点が明確であり、論旨が明快に伝わる書き方になっているか。     
 
【図表の活用度】　図表を効果的に活用し、データをとおして伝えたいメッセージをわかりやすく提示しているか     

統計的資料や調査結果の提示などで効果的に図表を用いているか。     
 

視
点 

視
点 

【1次データの提示】　インタビューやアンケート調査の内容および結果が記載されているか     

対象者や質問内容を含め、どういった調査を行ったのか、またどういった結果が得られたのか、といった点について十分な情報（1次データ）あるいは出典元が提示され
ているか。  

視
点 

【提言：抽出の十分性】　提言は十分に引き出されているか     

評価のプロセスを経て得られた貢献・阻害要因などの情報が、十分に提言に反映されているか。     
 
【提言：根拠の明確性と内容の納得性】　提言は評価結果から導かれ、納得性が高い内容となっているか     

提言の内容は、評価のプロセスを経て得られた情報（貢献・阻害要因など）を根拠に策定したものとなっているか。その結果、客観的で納得性の高い内容の提言がなさ
れているか。     
 

視
点 

視
点 

【提言の活用可能性】　提言は将来的に活用できる形で提示されているか     

フィードバック先と時間枠を提示した上で具体的・実際的な内容を記載し、あとの対応・フォローが行いやすい形になっているか。     
 

視
点 

評
点 

評
点 

評
点 

評
点 

評
点 
Ⅲ　報告書から読み取れるプロジェクトの評価（5項目評価）　 以下の評価5項目に影響を与えそうな外部条件（政変、治安の急激な変化など）があればコメントに記入する 
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4　インパクト（プロジェクト目標の達成により予期された／予期されなかった効果）      
 

コ
メ
ン
ト 

5　自立発展性（JICAの協力終了後の持続性）      
 

コ
メ
ン
ト 

6　上記5項目評価を総合的に判断した評点（各評価項目の重みづけは自由に解釈してください）     

コ
メ
ン
ト 

コ
メ
ン
ト 

1　妥当性（プロジェクト実施の正当性・必要性）      
 

  案件についての事前情報： 

  地域のなじみ度：　 

視
点 

視
点 

  専門分野のなじみ度：　 

1．まったくない　　2．あまりない　　3．ある程度ある　　4．よくある　　5．非常にある  

1．まったくない　　2．あまりない　　3．ある程度ある　　4．よくある　　5．非常にある  

1．まったくない　　2．あまりない　　3．ある程度ある　　4．よくある　　5．非常にある  
視
点 

Ⅳ　案件へのなじみ度 

3　効率性（プロジェクトの効率性）      
 

【投入費用の明確化】　プロジェクトに投入された費用を明確に把握しているか     

機材購入、専門家費用など投入にかかる単位コストを明確に把握しているか。     
 
【費用対効果】　より安価な費用でより多くの効果を達成するよう工夫がなされていたか。     

コストを抑える努力をしたか（現地リソースの活用などを含む）。より低い費用で達成する代替手段はなかったか。同じ費用でより高い達成度を実現する事はできなかっ
たか。他のドナーや相手国政府の類似プロジェクトと比較して費用対効果は高かったか。     
 

視
点 

視
点 

【実施プロセスの適切性】　実施プロセスは適切だったか     

投入はタイミングよく実施されたか。投入の規模や質は適切だったか。     
 

視
点 

評
点 

評
点 

評
点 

評
点 

【持続性確保のためのしくみの組み込み】　持続可能性を確保するためのしくみをプロジェクトに組み込んでいたか     

持続性を確保するための工夫・しくみ（実施機関のマネジメント力、上位機関からの政策的支援、実施機関の活動への需要、財政基盤の確保など）をプロジェクトのなか
で考慮していたか。     
 
【持続性の程度】　プロジェクトがめざしていた効果は援助終了後も持続しているか（持続するか）     

プロジェクト目標、上位目標などのプロジェクトがめざしていた効果は、援助終了後も持続しているか（持続するか）。     
 

視
点 

視
点 

【持続性を保証する環境の整備度（組織）】　持続性が保たれる組織力があるか     

協力終了後も効果を上げていくための活動を行う上で、政策における活動の位置づけや実施機関の組織体制は安定しているか。     
 

視
点 

【持続性を保証する環境の整備度（技術）】　持続性が保たれる技術力があるか     

プロジェクトで獲得された技術や能力が維持・拡大されているか。資機材は適切に維持・管理されているか。     
 

視
点 

【持続性を保証する環境の整備度（財政）】　持続性が保たれる財政力があるか     

経常経費を含む予算の確保は行われているか。予算確保のための対策は十分か。     
 

視
点 

【予期されたインパクトの達成度】　プロジェクト目標達成により計画した効果は達成されたか     

プロジェクト目標の達成により計画した効果（上位目標）は達成されているか、または明確な根拠があり達成される見込みがあるかどうか。プロジェクトによりめざした課
題解決に進展をもたらしているか。     
 
【インパクトにかかわる因果関係の論理性】　プロジェクト目標達成により予想される効果に至るまでの因果関係は強いか     

生じたインパクトは、プロジェクト目標達成の結果もたらされたものか。予想された効果を促進したり、阻害したりする特別な要因が存在したか（外部条件を含む）。     
 

視
点 

視
点 

【予期しなかったプラス・マイナスのインパクトの程度】　予期しなかったプラス・マイナスの影響はあるか     

政策への影響はあるか。対象社会、プロジェクト実施機関内部、受益者などへの経済的影響はあるか。組織や関連規制・法制度整備への影響はあるか。ジェンダー平等、
人権、貧富格差、平和と戦争などへの影響はあるか。環境保護への影響はあるか。予期しなかったプラス・マイナスの影響をもたらした特別な要因はあるか。予期しない
プラスのインパクトが多岐にわたる場合は5点、1つか2つの場合は4点、予期しないマイナスのインパクトが多岐にわたる場合は1点、1つか2つの場合は2点、予期しな
いインパクトが何もない場合は3点と評価する。     

視
点 
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Ⅴ  その他コメント《自由記述欄》 

［注釈］  
改訂版JICA事業評価ガイドラインにおける説明内容（抜粋）  
       
 ＊1：おもな情報収集方法の種類 
　　　①文献・既存資料調査 
　　　②直接観察 
　　　③質問紙調査（アンケート調査） 
　　　④インタビュー調査 
　　　⑤フォーカスグループ･ディスカッション 
 
 ＊2：定性的な因果関係の検証方法：プロジェクト実施状況と変化の関係性やプロジェクトにかかわる人々の認識などを丁寧にモニターすることによって、因果関係を推測していく方法。 
　　　①投入から、活動、アウトプット、目標に至るまでの実施プロセスの経緯を積み上げる。 
　　　②プロジェクトの実施と効果のロジックの論理的な説明を試みる。 
　　　③技術の移転、普及過程を分析する。 
　　　④プロジェクトから受益する地域や対象を限定し、より深くデータ分析を行うことにより、プロジェクト実施との関係性を明らかにする。 
 
 ＊3：定量的な因果関係の検証方法：比較調査もしくはベースライン･データを用いて、「with/without」や「before/after」の比較を行う方法。 
　　　①プロジェクト実施前と実施後の受益者や対象社会の変化を比較する（before/after）。 
　　　②プロジェクトの受益者・対象社会と、プロジェクトの影響を受けない人 ・々社会の状況を比較する（with/without）。 
　　　③①と②の組み合わせ（実験計画手法）。 
　　　④①と②の組み合わせ（準実験計画手法）。 
 
 ＊4：評価5項目の各項目においてチェックすべき視点については、「JICA事業評価ガイドライン改訂版」の第3部第2章を参照。 
 
 ＊5：提言と教訓の定義は以下のとおり。 
　　　「提言」：評価対象プロジェクトに関して、JICAや相手国の実施機関関係者に対し、具体的な措置、提案や助言を行うもの。 
　　　「教訓」：プロジェクトの経験から特定できるもので、実施中の類似プロジェクトや、将来開始されるプロジェクトの発掘・形成に参考になる事柄。 
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個別案件評価実績一覧（2006年度） 

国／地域名 案　件　名 事業形態 

アジア地域 
アルメニア 
インド 
インド 
インド 
インドネシア 
インドネシア 
インドネシア 
インドネシア 
インドネシア 
インドネシア 
インドネシア 
インドネシア 
インドネシア 
カザフスタン 
カンボジア 
カンボジア 
カンボジア 
カンボジア 
カンボジア 
カンボジア 
スリランカ 
スリランカ 
スリランカ 
タイ 
タイ 
中国 
中国 
中国 
中国 
中国 
中国 
パキスタン 
パキスタン 
バングラデシュ 
バングラデシュ 
バングラデシュ 
フィリピン 
フィリピン 
フィリピン 
フィリピン 
ベトナム 
ベトナム 
ベトナム 
ベトナム 
ベトナム 
ベトナム 
ベトナム 
ベトナム 
ベトナム 
ベトナム 
ミャンマー 
モンゴル 
モンゴル 
ラオス 
ラオス 
中東地域 
イラン 
イラン 
イラン 
エジプト 
エジプト 
サウジアラビア 
シリア 
チュニジア 
トルコ 
トルコ 
モロッコ 
ヨルダン 
アフリカ地域 
ウガンダ 

開発調査 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
開発調査 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
開発調査 
開発調査 
開発調査 
開発調査 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
開発調査 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
開発調査 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
開発調査 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
開発調査 
開発調査 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
開発調査 
開発調査 
開発調査 
開発調査 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
開発調査 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
開発調査 
技術協力プロジェクト 
開発調査 
開発調査 
開発調査 
開発調査 
技術協力プロジェクト 
開発調査 
開発調査 
技術協力プロジェクト 
 
技術協力プロジェクト 

地方給水・下水システム改善計画調査 
マディヤ・プラデシュ州リプロダクティブ・ヘルスプロジェクト（フェーズ2） 
住民参加型でのチリカ湖環境保全と自然資源の持続的利用計画 
ヒマーチャル・プラデッシュ州作物多様化総合開発調査 
ジャカルタ首都圏水害軽減組織強化プロジェクト 
スラウェシ地域開発能力向上プロジェクト 
東部インドネシア地域資源に立脚した肉牛開発計画 
結核対策プロジェクト 
南スラウェシ州地域保健運営能力向上プロジェクト 
母子手帳による母子保健サービス向上プロジェクト 
自然災害管理計画調査 
ジョグジャカルタ特別州広域水道整備計画調査 
スラウェシ島地域開発支援道路計画調査 
マンギスタウ州地域振興マスタープラン策定調査 
バッタンバン農村地域振興開発計画 
プノンペン市都市交通改善プロジェクト 
水道事業人材育成プロジェクト（フェーズ2） 
地域における母子保健サービス向上プロジェクト 
地方行政能力向上プロジェクト 
流域灌漑排水基本計画 
南部地域の村落生活向上プロジェクト 
乾燥地域の灌漑農業における総合的管理能力向上計画 
全国廃棄物支援センター能力向上プロジェクト 
自動車裾野産業人材育成プロジェクト 
防災能力向上プロジェクト 
草原における環境保全型節水灌漑モデル事業 
ワクチン予防可能感染症サーベイランス及びコントロールプロジェクト 
安全生産科学技術能力強化計画 
山西省雁門関地区生態環境回復および貧困緩和プロジェクト 
新疆天然草地生態保護と牧畜民定住プロジェクト 
首都周辺風砂被害地域植生回復モデル計画調査 
ＥＰＩ／ポリオ対策プロジェクト 
ＮＨＡ研究訓練施設設立支援プロジェクト  
ダッカ市廃棄物管理能力強化プロジェクト 
小規模養鶏技術普及計画 
輸出産業多角化のためのサブセクター成長支援計画調査 
道路・橋梁の建設・維持に係る品質管理向上 
養殖普及プロジェクト 
カビテ州ローランドにおける総合的治水対策調査 
ミンダナオ紛争影響地域経済復興支援調査 
ハノイ工科大学ITSS教育能力強化プロジェクト 
中部地区水道事業人材育成 
ハノイ交通安全人材育成プロジェクト 
ハノイ市3Rイニシアティブ活性化支援プロジェクト 
法・司法制度改革支援プロジェクト 
水環境技術能力向上プロジェクト（フェーズ2） 
国家エネルギーマスタープラン調査 
南部沿岸地域地下水開発計画調査 
道の駅マスタープラン策定調査 
北西部山岳地域農業農村生活環境改善マスタープラン策定調査 
中央乾燥地村落給水技術プロジェクト 
複合農牧業経営モデル構築支援プロジェクト 
ウランバートル市都市計画マスタープラン 
稲種子増殖・普及システム改善計画 
保健セクター事業調整能力強化 
 
地震後72時間緊急対応計画構築プロジェクト 
職業訓練管理強化プロジェクト 
ケルマン州バム地震被災地灌漑農業復興開発調査 
シャルキーヤ県上下水道公社運営維持管理能力向上計画 
大カイロ都市圏持続型都市開発整備調査 
電力省エネルギー計画調査 
全国下水道整備計画策定調査 
メジェルダ川流域総合水管理計画調査 
東部黒海地域営農改善計画 
イスタンブール市都市交通マスタープラン 
ハウズ平野総合水資源管理計画 
職業訓練マネジメント強化プロジェクト 
 
職業訓練指導員養成プロジェクト 

●事前評価（全104件） 
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国／地域名 案　件　名 事業形態 

エチオピア 
エチオピア 
ガーナ 
ガーナ 
ガボン 
ケニア 
ケニア 
ザンビア 
ザンビア 
セネガル 
タンザニア 
タンザニア 
タンザニア 
ニジェール 
ブルンジ 
ベナン 
マダガスカル 
マラウイ 
マラウイ 
モーリタニア 
モザンビーク 
モザンビーク 
中南米地域 
キューバ 
グアテマラ 
グアテマラ 
コスタリカ 
コロンビア 
ジャマイカ 
パナマ 
パナマ 
パラグアイ 
ブラジル 
メキシコ 
中米広域 
ヨーロッパ地域 
ウクライナ 
モンテネグロ 

技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
開発調査 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
開発調査 
技術協力プロジェクト 
開発調査 
開発調査 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
開発調査 
開発調査 
技術協力プロジェクト 
開発調査 
 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
開発調査 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
 
技術協力プロジェクト 
開発調査 

技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 

橋梁維持管理能力向上プロジェクト 
ベレテ・ゲラ参加型森林管理計画（フェーズ2） 
公務員能力強化計画 
太陽光発電普及のための人材育成 
零細漁業・内水面養殖総合開発計画調査 
エイズ対策強化プロジェクト 
輸血血液の安全性確保プロジェクト 
食糧安全保障のための食用作物多様化支援プロジェクト 
地方分権化のための能力強化プログラム 
安全な水とコミュニティ活動支援計画（フェーズ2） 
県農業開発計画（DADP）灌漑事業ガイドライン策定・訓練計画 
灌漑農業技術普及支援体制強化計画 
ダルエスサラーム総合都市交通体系策定調査 
マラリア対策支援プロジェクト 
ブジュンブラ市都市交通改善計画調査 
内水面養殖振興による村落開発調査 
共和国母子保健サービス改善計画プロジェクト 
国家県別教育開発計画実施支援プロジェクト 
農民組織による（中規模）灌漑施設管理能力向上計画調査 
ヌアクショット首都・近郊デジタル地図作成調査 
ショクエ灌漑スキーム小規模農家総合農業開発 
クアンバ―ナンプラ間道路改善計画 
 
自由流通米証明種子の生産・普及システムの強化 
観光自治管理委員会強化プロジェクト 
高原地域貧困先住民等小農生活改善に向けた農業技術普及体制構築計画 
ブルンカ地方における人間の安全保障を重視した地域住民参加の総合リハビリテーション強化 
ボコタ首都圏総合水資源管理を踏まえた持続的水供給計画調査 
効率的な給水と水質向上のための組織強化プロジェクト 
アラフエラ湖流域総合管理・参加型村落開発プロジェクト 
パナマ行政区廃棄物管理強化プロジェクト 
品質生産性センター 
水供給システム管理プロジェクト 
プレス加工技術向上プロジェクト 
防災能力向上プロジェクト 
 
ウクライナ日本センター 
地理情報システム策定調査 

グヌン・ハリムン‐サラク国立公園管理計画プロジェクト 
地方教育行政改善計画プロジェクト 
看護教育改善プロジェクト 
カンボジア日本人材開発センター 
電力セクター育成技術協力プロジェクト 
医療技術者育成プロジェクト 
結核対策（フェーズ2） 
ＩＴ人材育成（国立ＩＴセンター）プロジェクト 
HIV/AIDS地域協力センタープロジェクト 
環境基準・排出基準設定支援プロジェクト（揮発性有機化合物；ＶＯＣｓ） 
国家計量標準機関プロジェクト（フェーズ2） 
皮膚病学プロジェクト 
子供のためのコミュニティ主体型ノンフォーマル教育プロジェクト 
農業研修普及改善計画プロジェクト 
小学校理数科教育強化プロジェクト 
新ＣＮＳ／ＡＴＭ整備に係る教育支援プロジェクト 
地域住民による森林管理プログラム（ＣＢＦＭＰ）強化計画プロジェクト 
東部2県農業生産技術開発・普及支援計画プロジェクト 
港湾管理制度改革プロジェクト 
北部荒廃流域天然林回復計画 
気象予測及びデータ解析のための人材育成プロジェクト 
税務行政強化プロジェクト 
電力技術基準支援プロジェクト 
森林管理・住民支援プロジェクト 
 
カンダハル帰還民社会復帰・コミュニティ開発支援プロジェクト 
医学教育プロジェクト 
基礎職業訓練プロジェクト 
環境モニタリングキャパシティ・ディベロップメントプロジェクト 
タイズ州地域女子教育向上計画プロジェクト 
全国環境モニタリング能力強化計画プロジェクト 

アジア地域 
インドネシア 
インドネシア 
ウズベキスタン 
カンボジア 
カンボジア 
カンボジア 
カンボジア 
キルギス 
タイ 
タイ 
タイ 
タイ 
ネパール 
ネパール 
バングラデシュ 
フィリピン 
フィリピン 
ブータン 
ベトナム 
ベトナム 
モンゴル 
モンゴル 
ラオス 
ラオス 
中東地域 
アフガニスタン 
アフガニスタン 
アフガニスタン 
アルジェリア 
イエメン 
シリア 

●中間評価（全49件） 

国／

パレスチナ
ヨルダン 
アフリカ地
ウガンダ 
エチオピア
ガーナ 
ガーナ 
ケニア 
ケニア 
ケニア 
マラウイ 
中南米地
エルサル
エルサル
グアテマラ
ブラジル 
ブラジル 
ホンジュラ
メキシコ 
大洋州地
フィジー 
ヨーロッパ
ポーランド
 

アジア地域
アルメニア
インド 
インドネシ
インドネシ
インドネシ
インドネシ
インドネシ
インドネシ
カンボジア
カンボジア
カンボジア
タイ 
タイ 
タイ 
タイ 
タイ 
中国 
中国 
中国 
中国 
パキスタ
パキスタ
パキスタ
フィリピン
フィリピン
フィリピン
ブータン 
ブータン 
ベトナム 
ベトナム 
ベトナム 
マレーシア
マレーシア
ミャンマー
ミャンマー
モンゴル 
ラオス 
ラオス 
中東地域
アフガニス
イラン 
エジプト 
サウジアラ
シリア 
シリア 
トルコ 

●終了時評
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国／地域名 案　件　名 事業形態 

パレスチナ 
ヨルダン 
アフリカ地域 
ウガンダ 
エチオピア 
ガーナ 
ガーナ 
ケニア 
ケニア 
ケニア 
マラウイ 
中南米地域 
エルサルバドル 
エルサルバドル 
グアテマラ 
ブラジル 
ブラジル 
ホンジュラス 
メキシコ 
大洋州地域 
フィジー 
ヨーロッパ地域 
ポーランド 
 

技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
 
技術協力プロジェクト 
 
技術協力プロジェクト 

技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 

母子保健に焦点を当てたリプロダクティブヘルス向上プロジェクト 
無収水対策能力向上プロジェクト 
 
中等理数科教育強化プロジェクト 
農民支援体制強化計画 
ギニアウォーム撲滅支援 
国際寄生虫対策西アフリカセンタープロジェクト 
西部地域保健医療サービス向上プロジェクト 
ナクル地域における環境管理能力向上プロジェクト 
半乾燥地社会林業強化プロジェクト 
中等理数科現職教員再訓練プロジェクト 
 
シャーガス病対策計画プロジェクト 
耐震普及住宅の建築普及技術改善プロジェクト 
こどもの健康プロジェクト 
地域警察活動プロジェクト 
東北ブラジル健康なまちづくりプロジェクト 
シャーガス病対策プロジェクト 
全国大気汚染モニタリング強化支援プロジェクト 
 
地域保健看護師現任教育プロジェクト 
 
ポーランド日本省エネルギー技術センター 

リプロダクティブヘルスプロジェクト 
養蚕普及強化計画プロジェクト 
地方行政人材育成プロジェクト（フェーズ2）　 
農業経営改善のための農業普及員訓練計画プロジェクト 
市民社会の参加によるコミュニティー開発技術協力プロジェクト 
市民警察活動促進プロジェクト 
郷土樹種造林技術普及計画プロジェクト 
水利組合強化計画プロジェクト 
水道事業人材育成プロジェクト 
電力セクター育成技術協力プロジェクト 
法制度整備プロジェクト（フェーズ2） 
酸性雨対策（第三国研修）プロジェクト 
汚職防止支援プロジェクト 
アジア太平洋障害者センタープロジェクト 
タイ国及び周辺国における家畜疾病防除計画プロジェクト 
北部タイ省農薬適正技術計画プロジェクト 
リハビリテーション専門職養成プロジェクト 
日中協力林木育種科学技術センター計画プロジェクト 
持続的農業技術研究開発計画プロジェクト 
鉄鋼業環境保護技術向上プロジェクト 
パンジャブ州識字行政改善プロジェクト 
パンジャブ州地方行政能力向上プロジェクト 
金型技術向上計画プロジェクト（フェーズ2） 
海上保安人材育成プロジェクト 
女性職業訓練センター強化プロジェクト 
結核対策向上プロジェクト 
地方行政支援プロジェクト 
国営放送支援プロジェクト 
水環境技術能力向上プロジェクト 
森林火災跡地復旧計画プロジェクト 
法整備支援プロジェクト（フェーズ3） 
税務人材能力向上 
ボルネオ生物多様性・生態系保全プログラム 
中央統計局能力強化計画プロジェクト 
乾燥地共有林研修・普及計画プロジェクト 
日本人材開発センター（日本センター）プロジェクト 
水道事業体人材育成プロジェクト 
河岸侵食対策技術プロジェクト 
 
ノンフォーマル教育強化プロジェクト 
省エネルギー推進プロジェクト 
ナイルデルタ水管理改善計画プロジェクト 
技術教育開発・訓練センター 
水資源情報センター整備計画プロジェクト 
アル・バース大学獣医学教育強化計画プロジェクト 
黒海カレイ持続的種苗生産技術開発プロジェクト 

アジア地域 
アルメニア 
インド 
インドネシア 
インドネシア 
インドネシア 
インドネシア 
インドネシア 
インドネシア 
カンボジア 
カンボジア 
カンボジア 
タイ 
タイ 
タイ 
タイ 
タイ 
中国 
中国 
中国 
中国 
パキスタン 
パキスタン 
パキスタン 
フィリピン 
フィリピン 
フィリピン 
ブータン 
ブータン 
ベトナム 
ベトナム 
ベトナム 
マレーシア 
マレーシア 
ミャンマー 
ミャンマー 
モンゴル 
ラオス 
ラオス 
中東地域 
アフガニスタン 
イラン 
エジプト 
サウジアラビア 
シリア 
シリア 
トルコ 

●終了時評価（全81件） 
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国／地域名 案　件　名 事業形態 

アフリカ地域 
エチオピア 
エリトリア 
ガーナ 
ケニア 
ケニア 
ザンビア 
ザンビア 
セネガル 
タンザニア 
タンザニア 
タンザニア 
ニジェール 
中南米地域 
アルゼンチン 
アルゼンチン 
エクアドル 
エクアドル 
エルサルバドル 
チリ 
トリニダード・トバゴ 
ニカラグア 
パナマ 
パナマ 
パラグアイ 
パラグアイ 
ブラジル 
ブラジル 
ブラジル 
ボリビア 
ボリビア 
ホンジュラス 
メキシコ 
大洋州地域 
パプアニューギニア 
パラオ 
ヨーロッパ地域 
セルビア・モンテネグロ 
ブルガリア 
ルーマニア 

技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 

技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
無償資金協力（基本設計調査） 
無償資金協力（基本設計調査） 
無償資金協力（基本設計調査） 
無償資金協力（基本設計調査） 
 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 
技術協力プロジェクト 

ベレテ・ゲラ参加型森林管理計画プロジェクト 
除隊兵士の社会復帰のための基礎訓練プロジェクト 
農民参加型灌漑管理体制整備計画プロジェクト 
第三国研修（血液スクリーニング研修）プロジェクト 
アフリカ人造り拠点（フェーズ2） 
孤立地域参加型村落開発計画プロジェクト 
ルサカ市プライマリー・ヘルスケア（フェーズ2）プロジェクト 
保健人材開発促進プロジェクト 
ンゲレンゲレ郡及びムラリ郡におけるHIV/AIDS対策事業 
国家統計局データ提供能力強化計画プロジェクト 
キリマンジャロ農業技術者訓練センター（フェーズ2）計画 
住民参画型学校運営改善計画プロジェクト 
 
オゾン層観測強化プロジェクト 
イグアス地域自然環境保全計画プロジェクト 
職業訓練改善プロジェクト 
火山監視能力向上計画プロジェクト 
第三国集団研修「看護教育」プロジェクト 
鉱害防止指導体制強化プロジェクト 
持続的海洋水産資源利用促進計画プロジェクト 
ビジャヌエバ市自然災害脆弱性軽減及びコミュニティ農村開発支援プロジェクト 
水質モニタリング技術計画プロジェクト 
中山間地における持続的農村開発普及計画プロジェクト 
養蜂業の多様化支援（プロポリス、花粉等の生産普及・品質向上） 
水質管理・改善計画 
東部アマゾン森林保全・環境教育プロジェクト 
東北部半乾燥地（カアチンガ）における荒廃地域の再植生開発 
国際製造オートメーション(第三国研修） 
サンタクルス県地域保健ネットワーク強化プロジェクト 
鉱山環境研究センタープロジェクト 
地方女性のための小規模起業支援プロジェクト 
ハリスコ州家畜衛生診断技術向上計画プロジェクト 
 
首都圏セトルメント地域における総合コミュニティ開発プロジェクト 
国際サンゴ礁センター強化プロジェクト 
 
中小企業支援機関強化プロジェクト 
ビジネス人材育成センタープロジェクト 
地震災害軽減計画プロジェクト 

マングローブ情報センター計画 
鋳造技術分野裾野産業育成計画 
東北タイ牧草種子生産開発計画 
国立衛生研究所機能向上 
農業技術普及システム強化計画 
北京市消防技術訓練センタープロジェクト 
鉱物資源探査研究センタープロジェクト 
日本・マレーシア技術学院 
未利用資源飼料化計画（フォローアップ） 
 
結核対策プロジェクト 
ハラーズ農業技術者養成センター計画 
リプロダクティブヘルス教育強化 
 
ポリオ対策 
野口記念医学研究所 
医療技術教育強化プロジェクト 
職業訓練センター拡充計画 
リロングウェ・デッザ地方給水計画 
ドマシ教員養成大学施設改善計画 
東ケープ州給水・衛生整備計画 
シャイシャイ教員養成校再建計画 
 
園芸開発計画 
鉱山公害防止 
東部アマゾン持続的農業技術開発計画 
アマゾン森林研究計画（フェーズ2） 
農業機械検査・評価事業計画 

アジア地域 
インドネシア 
インドネシア 
タイ 
タイ 
中国 
中国 
中国 
マレーシア 
マレーシア 
中東地域 
イエメン 
イラン 
チュニジア 
アフリカ地域 
エチオピア 
ガーナ 
ケニア 
セネガル 
マラウイ 
マラウイ 
南アフリカ共和国 
モザンビーク 
中南米地域 
アルゼンチン 
アルゼンチン 
ブラジル 
ブラジル 
メキシコ 

●案件別事後評価（全25件） 
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与している。

● 技術移転
技術をもつ組織や個人が、教育・訓練などを通じて別の組織や個人に
技術を伝達し、定着・普及を進めること。国際協力では開発途上国の発
展に必要な生産技術や経営技術を、先進国、先進企業から伝えること
を指す。

● 技術協力プロジェクト
2002年度から導入された、協力期間、規模、構成要素（専門家、研修員、
機材など）の組み合わせが目標に応じて自由に選択される事業形態。
「一定の成果を一定の期限内に達成することを目的に、その成果と投
入・活動の関係を論理的に整理した協力事業」で、それまで実施されて
いたプロジェクト方式技術協力、専門家チーム派遣などもこれに一本
化された。

● 帰属（attribution）
評価において、観察（あるいは期待）された変化と特定の援助との
因果関係を立証すること。

● キャパシティ・ディベロップメント（capacity development）
開発課題に対処するための能力を途上国自身が強化していくこと。キ
ャパシティ・ビルディングが外からの能力構築を指すのに対し、キャ
パシティ・ディベロップメントは途上国自身の内発的な能力の構築、
強化、維持といったプロセスそのものを指す。

● 教訓（lessons learned）
評価結果から導き出される、ある程度一般化された事柄。対象プロジ
ェクト以外の事業や開発計画、援助戦略策定などに反映される。

● グッド・プラクティス（good practice）
他の模範となるような良い実践事例。

● 国別事業実施計画
国別援助政策の枠組みで、中・長期的なJICA事業実施の基本的な考え
方をまとめた援助計画。開発の方向性、開発課題と事業計画、協力上の
留意点、開発課題ごとの具体的な投入計画が3～5年間記載されて
いる。

● 国別事業評価
重点セクター・開発課題の協力効果を、複数プロジェクトを対象に横
断的に評価するもの。JICAの国別事業実施計画や協力方法の改善な
どに反映される。

● 経済協力開発機構
（OECD：Organization for Economic Cooperation and Development）
経済成長、開発途上国援助、貿易の拡大を目的とし、加盟国相互間の情
報交換、コンサルテーション、共同研究と協力を行う。経済政策委員会、
貿易開発委員会、開発援助委員会をもつ。

● 結果重視マネジメント
（results-based management）
実績（パフォーマンス）とアウトプット、アウトカム、インパクトの達
成に焦点を置いたマネジメント手法。

● 研修員受入
開発途上国の中堅・高級技術者を、その政府の要請により日本に受け
入れ、各分野の技術や地域について研修を行い、経済的・社会的発展に
寄与し、日本についての理解を深めてもらうことを目的とする事業。
設定されたプログラムへの参加希望者を募る集団研修と、各国独自の
要請で行う国別研修がある。

● 現地国内研修・第二国研修（in-country training）
JICAが行う研修事業のひとつ。開発途上国でのさらなる技術移転・普
及をはかるため、日本の技術協力で養成された人材が中心となって、
その国の関係者を対象に実施する研修。

● 貢献（contribution）
評価において、観察（あるいは期待）された変化と特定の援助との
因果関係の可能性の高さ（plausibility）を検証すること。

● 合同評価（joint evaluation）
被援助国の関係機関、あるいは他のドナーと合同で行う評価。

● 効率性（efficiency）
プロジェクトのコストとアウトプットの関係に着目し、アウトプット
の達成度はコスト（投入）に見合っていたか（見合うか）、より低いコス
トで達成する代替手段はなかったか、同じコストでより高い効果を達
成することはできなかったかなどをおもに問う視点。

● アウトカム（outcome）
プロジェクトのアウトプットによって達成される短期的、中期的およ
び長期的な効果。なお、組織によって長期的な効果については「インパ
クト」と呼んでいるところもある。

● アウトプット（output）
プロジェクトの結果として生み出される産出物（財やサービス）。プロ
ジェクトによって生じた変化であり、アウトカム達成に関連する変化
を含むこともある。

● アカウンタビリティ（accountability）→「説明責任」
● インパクト（impact）
プロジェクトの実施による長期的、間接的効果や波及効果。予期しな
い正・負の効果も含む。

● インプット（input）→「投入」
● エンパワメント（empowerment）
個人や組織が、その直面する問題を自覚して、その解決のために経済
的・社会的・人間的・政治的な力をつけ、自ら決定し、問題を解決してい
くこと。社会的不平等などの克服につながる。

● 開発援助委員会
（DAC：Development Assistance Committee）
経済協力開発機構（OECD）の下部機関として1961年設立。加盟国
の援助実績、援助政策に関する援助審査や国別・地域別の経済開発事
情、援助状況、累積債務問題などの検討を行い、必要に応じて加盟国に
勧告を行う。

● 開発調査
開発途上国の社会・経済発展に重要な開発計画を作成するため、調査
団を派遣して開発の青写真をつくる事業。開発調査の結果は、途上国
政府の政策判断の基礎的資料となったり、途上国政府が先進諸国や国
際機関に資金協力を求めたりする際の基礎資料となる。

● 開発パートナー事業
小規模できめの細かい対応が必要な社会開発分野や、知的支援型の協
力のために、実施のノウハウをもつNGO、地方自治体、大学、民間企業
などと連携して進める事業で、現在は草の根技術協力事業の一環とし
て実施。

● 開発福祉支援事業
母子保健、高齢者・障害者・児童の福祉、貧困対策など現地の住民を直
接に対象とする協力を、対象地域で活動している現地NGOに委託す
る事業。現在は技術協力プロジェクトの補完的事業として実施。

● 外部条件（important assumptions）
プロジェクトではコントロールできないが、その進捗や目標達成に影
響を与えうる要素やリスク。ログ・フレーム（PDM）に記載する事項の
1つでモニタリングの対象にもなる。

● 外部評価
援助機関や援助実施にかかわる組織以外の組織、個人によって行われ
る評価。

● 外部有識者事業評価委員会
2002年に外部有識者評価委員会として設置され、2004年に現在
の名称に改称。学識経験者、NGO，ジャーナリストなどの外部有識者
から構成され、JICAの評価検討委員会に対して、評価の実施体制や手
法などについて助言するほか、評価の客観性を高めるために、内部評
価の結果の検証等を行っている。

● カウンターパート（counterpart）
開発途上国に派遣されたJICA 専門家やコンサルタント、青年海外協
力隊員などと活動をともにし、技術移転を受ける相手国側の関係者を
指す。

● 課題別指針
主要な開発課題について、その課題の概況や援助動向、JICAによるア
プローチや手法を整理した上で、JICAが蓄積してきた経験と知見を
体系的に取りまとめ、JICA事業実施上の留意点や今後の協力の方向
性をJICA内外に示すもの。

● 活動（activities）
プロジェクトのアウトプットを産出するために実施される一連の活
動。ログ・フレーム（PDM）ではアウトプット（成果）ごとに活動の流れ
が記述される。

● 機材供与
技術移転に必要な機材を無償で相手国に供与する事業。JICAは技術
協力の効果的な実施のために必要な機材を、技術協力の一環として供

開発援助・評価用語

資
　
料 
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件。ログ・フレーム（PDM）に記載する事項のひとつ。

● 専門家
開発途上国や国際機関へ派遣される専門的な知見を有する人材。政府
関係機関・試験研究機関・学校・指導訓練機構などで、開発計画の立案・
調査・研究・指導・普及活動・助言などの業務を行う。派遣期間により長
期専門家（1年以上）と短期専門家（1年未満）に分けられる。

● ターゲットグループ
プロジェクトを実施するときに、第一に便益をもたらす対象となる社
会集団。

● 第三国研修
日本が技術移転を行った成果を、相手国が近隣国に波及させるために
実施する研修。共通の自然環境や社会的・文化的環境をもつ近隣諸国
から研修員を個別・集団で招請し、各国の現地事情により適合した技
術の研修を実施する。2002年度より技術協力プロジェクトに統合。

● 第三国専門家
南南協力支援の一環で、開発途上国へ派遣する他の途上国の人材。環
境、技術水準、文化・言語などの同一性や類似性により技術移転がより
適切に効率的に行われる。

● 妥当性（relevance）
プロジェクトが目指している効果（プロジェクト目標や上位目標）が受
益者のニーズに合致しているか、対象分野・セクターの問題や課題の
解決策として適切か、援助国側の政策との整合性はあるか、プロジェ
クトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金であるODAで実施する必
要があるかといった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。

● 中間評価（mid-term evaluation）
協力期間の中間時点でプロジェクトの実績と実施過程を把握し、効率
性、妥当性などの観点から評価し、必要に応じて当初計画の見直しや
運営体制強化を行うための評価。

● 提言（recommendation）
評価を行った結果、そのプロジェクトの将来や関連事業の実施に関し
て行う具体的な措置のための提案や助言。

● 投入（input）
プロジェクトを実施するために使われる資源。資金、人的資源、資機材
などで、ログ・フレーム（PDM）に記載する事項のひとつ。

● 特定テーマ評価（thematic evaluation）
特定セクター、重要課題（環境、貧困、女性など）や事業形態をテーマと
して、複数プロジェクトを対象に横断的に行う評価。将来の関連開発
課題の策定、そのテーマのプロジェクト発掘・形成などに反映される。

● 内部評価
事業の運営管理を目的に、実施責任者であるJICAが主体で行う評価。

● 南南協力
開発途上国間で、地域経済協力などを通じて相互の経済発展をはかる
こと。先進国の最新の資本・知識集約的技術が開発途上国の実情、ニー
ズに適合しないことなどから、国連貿易開発議会（UNCTAD）などを
通じ、推進されている。

● 2次評価
ある評価者が行った評価（１次評価）に対して、別の評価者が２次的な
評価を行う作業。１次評価の質を検証するための「評価の評価」の観点
からは、メタ評価とも呼ばれる。→「メタ評価」

● 入手手段（means of verification）
プロジェクトの達成度や業績を測るための情報源・調査手段で、ログ・
フレーム（PDM）に記載する事項のひとつ。

● 人間の安全保障（human security）
１人ひとりの人間を中心にすえて、脅威にさらされうる、あるいは現に
脅威のもとにある個人と地域社会の保護と能力強化を通じ、各人が尊
厳ある生命を全うできるような社会づくりを目指す考え方。具体的に
は紛争、テロ、犯罪、人権侵害、難民の発生、感染症の蔓延、環境破壊、経
済危機、災害といった「恐怖」や、貧困、飢餓、教育・保健医療サービスの
欠如などの「欠乏」といった脅威から個人を保護し、また、脅威に対処
するために人々が自らのために選択・行動する能力を強化すること。

● 評価検討委員会
事業評価のあり方などを検討し、評価手法を開発するために1981
年7月にJICAが設置した内部組織。

● 評価5項目
1991年にOECD開発援助委員会（DAC）の発表した「DAC評価方
針」で、援助を評価する視点として提唱された。relevance（妥当性）、

● 国際協力銀行
（JBIC：Japan Bank for International Cooperation）
円借款によるODAの実施と日本企業の貿易や海外投資を金融面で
支援する政府系金融機関として、1999年10月に海外経済協力基金
（OECF）と日本輸出入銀行（輸銀）が統合されて発足した。円借款部門
は2008年度にJICAと統合予定。

● 国際協力専門員
JICA所属の専門家で、海外では政策アドバイザー、プロジェクト・リ
ーダー、専門家などとして活動し、国内では各種の調査研究、助言、専
門家養成研修の講師、海外からの研修員の指導などを行う。

● 国際緊急援助
海外、特に開発途上地域の大規模災害に対し、被災国・国際機関の要請
に応じて行われる。人的援助、物的援助、資金援助からなり、JICAは人
的援助と物的援助を担当している。

● 在外研修→現地国内研修・第二国研修
→第三国研修

● 参加型評価（participatory evaluation）
援助機関、相手国実施機関、利害関係者（受益者を含む）が参加して、計
画、調査の実施、調査結果の分析のすべての過程において共同で評価
を行うこと。

● ジェンダー
特定の社会で共有されている価値観や個々人の価値観などによって
形づくられる文化的・社会的な性差。

● 事後評価（ex-post evaluation）
協力終了後、一定の年月を経過したプロジェクトを対象に行う。おも
にプロジェクトのインパクトと自立発展性を中心に検証し、JICA国
別事業実施計画の改善や効果的・効率的な事業の立案・計画と実施に
役立つ教訓・提言を得ることを目的とする。

● 事前評価
相手国から要請されたプロジェクトについて、JICA国別事業実施計
画との整合性や実施の必要性を検討し、プロジェクトの内容や予想さ
れる成果をより明確にし、プロジェクトの実施の適切性を総合的に検
討・評価することを目的に行う。事前評価の段階で設定したプロジェ
クトの評価指標は、中間から事後までの各段階の評価で協力効果を測
定する基準となる。

● 実績（performance）
目標（プロジェクト目標、上位目標）の達成度、アウトプットの産出状況、
投入の実施状況など、計画段階で立てられた達成目標に対する情報。

● 指標（indicator）
プロジェクトの業績やプロジェクト実施による変化を測るための定量
的・定性的な変数。ログ・フレーム（PDM）の指標の欄に、プロジェクト
の計画段階で設定する目標値とあわせて記入する。

● 終了時評価（terminal evaluation）
協力の終了間際に、プロジェクト目標の達成度、事業の効率性、自立発
展性の見通しなどの視点から評価するもの。その結果をふまえて、協
力終了の適否や協力延長などフォローアップの必要性を判断する。

● 受益者（beneficiaries）
対象とされている、されていないにかかわらず、直接もしくは間接的
に便益を受ける個人、グループ、組織。「裨益者」とも表記される。

● 上位目標（overall goal）
プロジェクト計画時に意図された、プロジェクトの間接的で、より長期
的な効果。ログ・フレーム（PDM）に記載する事項の１つ。

● 自立発展性（sustainability）
援助が終了してもプロジェクトで発現した効果が持続しているか（持
続の見込みがあるか）を問う視点。

● 成果（output）→「アウトプット」
● 青年海外協力隊
（JOCV：Japan Overseas Cooperation Volunteers）
開発途上国で現地の住民と生活・仕事をともにし、その地域の経済・社
会の発展に協力しようとする日本の青年の海外ボランティア活動を
促進・助長することを目的とする。

● 説明責任（accountability）
事業の実施状況や目標達成度を明らかにして、決められた任務を果た
していることを納税者などに証明、説明する責任。

● 前提条件（precondition）
プロジェクトが実施される前にクリアしておかなければならない条
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● 有効性（effectiveness）
プロジェクトの実施により、本当に受益者や社会への便益がもたらさ
れているか（もたらされるのか）を問う視点。

● 有償資金協力（円借款）
無償資金協力の対語で、開発途上国の経済・社会の発展を支えるため、
比較的多額の資金を必要とする事業に対し緩やかな貸付条件で行われ
る、相手国に返済義務を課す資金協力。円建てで行われるため円借款
と呼ばれる。

● ローカルコスト（local cost）
プロジェクト実施に必要な資金のうち、現地で調達可能な部分などの
現地通貨建ての部分のことで、現地工事の人件費、一部資機材などの
費用。プロジェクトを相手国政府との協力により実施する場合、本来
受入国側が負担すべき経費（プロジェクトサイトの整備確保、一部施
設の建設、施設維持管理、プロジェクト運営などの経費）をローカルコ
ストと総称する。

● ログ・フレーム　→「ロジカル・フレームワーク」
● ロジカル・フレームワーク（logical framework）
プロジェクトの主な要素（インプット、アウトプット、目標など）とそ
れらの因果関係、プロジェクトの外部要因・リスクなどを表したもの
で、計画、実施、評価の各段階で効果的なマネジメントを行うために活
用される。PDMはその一形式である。→「プロジェクト・デザイン・マ
トリックス」

● ロジック・モデル
プロジェクトやプログラムがどのような過程、関係を経てどのような
成果となるかを論理的に示すモデル。全体の目標、アウトプット、投入
やその因果関係、指標、外部条件などを論理的にまとめたもの。

A ～ Z
● BHN→ベーシック・ヒューマン・ニーズ
● CD→キャパシティ・ディベロップメント
● CIDA カナダ国際開発庁
● DAC→「開発援助委員会」
● DFID イギリス国際開発庁
● IMF 国際通貨基金
● JBIC→「国際協力銀行」
● JICAプログラム
複数のプロジェクトから構成される「途上国の特定の中長期的な開発
目標の達成を支援するための戦略的枠組み（＝協力目標とそれを達成
するための適切な協力シナリオ）」。なおマルチレベルのドナーの関与
のあり方としての「プログラム・ベースト・アプローチ」は、「相手国
が自ら所有する開発プログラムに対して、十分に調整のとれた支援を
行う」という原則に基づいて実施する協力を指す。

● JOCV→「青年海外協力隊」
● MDGs→「ミレニアム開発目標」
● NGO（Non-Governmental Organization）
非政府組織、民間非営利団体。

● NGO・JICA協議会
NGOとJICAの連携協議機関。

● NGO・JICA評価小委員会
「NGO・JICA協議会」の下部機関で、草の根型の協力事業について、評価
に関する相互学習や評価手法の開発を行っている。

● ODA（Official Development Assistance）
政府開発援助。先進国の政府機関から開発途上国になされる経済協
力。日本では贈与・借款・賠償・技術協力の二国間援助と、国際機関へ
の出資・資金供与の多国間援助に大別される。

● OECD→「経済協力開発機構」
● PDM→「プロジェクト・デザイン・マトリックス」
● PRSP→「貧困削減戦略文書」
● UNDP 国連開発計画
● USAID 米国国際開発庁
● WBI 世界銀行開発研究所
● WHO 世界保健機関

effectiveness（有効性）、efficiency（効率性）、impact（インパクト）、
sustainability（自立発展性）。

● 貧困削減戦略文書
（PRSP：Poverty Reduction Strategy Paper）
1999年の世界銀行と IMF(国際通貨基金)の開発委員会が、重債務貧
困国で債務削減を希望する国に対して、債務削減認定の資料として、
その国自身が貧困への対応策を重視して、主体的に作成することを義
務づけた文書。

●（評価結果の）フィードバック（feedback）
評価情報を関係する人 ・々組織に対し提供し、学習効果を高めるため
に活用すること。

● フォローアップ協力（follow-up cooperation）
技術協力プロジェクトで、目標を達成していない一部の特定分野の協
力を追加的に行うこと。

● プライマリ・ヘルスケア（PHC：Primary Health Care）
地域社会に住むすべての人が、その発展の程度に応じた負担で身近
に利用でき、科学的に適正で社会的に受け入れられているやり方に
よる、人々の暮らしに欠くことのできない保健医療。①健康教育、②
食料の供給と栄養状態の改善、③安全な水の供給と衛生管理、④母子
保健（家族計画を含む）、⑤予防接種、⑥地域に蔓延する疾病の予防と
コントロール、⑦一般的な疾病と傷害の適切な治療、⑧必須医薬品の
供給の8つの要素から成り立っている。

● プロジェクト・デザイン・マトリックス
（PDM：Project Design Matrix）
プロジェクトの計画、モニタリング、評価を行うために使用する「理論
的枠組み」。プロジェクト要約、指標、データ入手手段、外部条件、投入、
前提条件から構成される。ロジカル・フレームワークの一形式として、
JICAでは利用している。

● プロジェクト方式技術協力
開発途上国の技術移転と人づくりのために、3つの協力形態（専門家
派遣による技術指導、相手国技術者の日本での研修による技術習得、
必要な機材供与）を組み合わせてひとつのプログラムとして実施する
協力事業。2002年度より技術協力プロジェクトに統合。

● プロジェクト目標（project purpose）
プロジェクトの終了時に達成が期待されているプロジェクトの目標。
ログ・フレーム（PDM）に記載する事項のひとつ。

● ベースライン調査（baseline survey）
プロジェクト実施前の対象地域の現状を調査・分析するもの。指標を
使って目標設定を行う場合は、選定された指標のプロジェクト開始前
の基準値を明らかにするため、ベースライン調査が必要になる。

● ボランティア事業
この報告書では、JICAの行う青年海外協力隊事業、シニア海外ボラン
ティア事業、日系社会青年ボランティア事業、日系社会シニアボラン
ティア事業を指す。

● 本邦研修
技術研修員受入事業の一形態で、日本国内で行われるもの。

● ミレニアム開発目標
（MDGs：Millennium Development Goals）
2000年の国連サミットでミレニアム宣言に基づいて発表された、
2015年までに達成すべき8つの目標。①極度の貧困と飢餓の撲滅、
②普遍的初等教育達成、③ジェンダー平等推進と女性の地位向上、④
幼児死亡率軽減、⑤妊産婦の健康改善、⑥HIV/AIDS、マラリアなどの
蔓延防止、⑦環境の持続可能性確保、⑧開発のためのグローバル・パー
トナーシップ促進。

● 無償資金協力
有償資金協力（円借款）の対語で、相手国に返済義務を課さない資金協
力。保健、水供給などのBHNを中心に、国の将来に大きくかかわる教
育、エイズ、子どもの健康、環境、人口問題などの分野、道路、橋など経済
や社会の基盤となる基礎インフラの整備まで及ぶ。

● メタ評価
実施した一連の評価から評価結果を集計することを意図した評価。ま
た、評価の質の判断や評価実施者の実績（パフォーマンス）を査定する
ための「評価の評価」という意味で使われる。

● モニタリング
プロジェクト実施中に、継続的にその進捗状況をチェックすること。
モニタリング情報は評価調査を補完する。

資
　
料 
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